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第１章    計画策定にあたって 

 
 

１ 計画策定の趣旨 
（１）計画策定の趣旨・背景 

少子高齢化・人口減少社会の進行や、産業構造の変化により非正規労働者が増加す

る中、共働き世帯の増加等ライフスタイルの多様化と核家族化の進行により、家庭内

の扶養機能や地域での相互扶助機能が低下したことから、高齢者の孤独死、地域から

の孤立、子育てに悩む保護者の孤立、児童や高齢者、障がい者に対する虐待や自殺者

の増加等の他、ひきこもり状態の長期化による8050問題や子育てと介護のダブルケ

アの問題等、新たな問題も多く発生しています。 

そのような中、近年、地域の絆の大切さが再認識され、地域コミュニティを重視す

る意識が高まるなど、日常から顔の見える関係づくりが求められています。このよう

な状況の中で、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けていくためには、福祉制

度によるサービスだけでなく、地域での人と人とのつながりを大切にし、お互いに助

け、助けられる相互の関係をつくっていくことが必要です。 

本市では、市民の皆さんと協働し、子どもから高齢者まですべての人々が支え合い、

市民一人ひとりが「しあわせ」を感じられる社会づくりを目指し、平成28年３月に「御

前崎市第３次地域福祉計画・第３次地域福祉活動計画」を策定し、地域福祉の推進に

向けて取り組んでまいりました。このたび、「御前崎市第３次地域福祉計画・第３次地

域福祉活動計画」の期間が最終年度を迎えることから、地域福祉に関わる取り組みの

実施状況や社会経済情勢、市民のニーズなどの変化を踏まえつつ、令和３年度以降の

地域福祉の基本的な方向性について明らかにしていくものとして、「御前崎市第４次地

域福祉計画・第４次地域福祉活動計画」を策定しました。 
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（２）福祉施策の流れと今後の課題 

国においては、「他人事」になりがちな地域づくりを地域住民が「我が事」として主

体的に取り組む仕組みづくりや、地域での課題の解決に向けた「丸ごと」の包括的な

総合相談支援の体制整備を進めていくために、平成28年度に厚生労働省で「我が事・

丸ごと」地域共生社会実現本部が設置され、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地

域を共に創っていく社会である「地域共生社会」の実現に向けた取り組みが進められ

ています。 

その一環として、平成29年６月の「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険

法等の一部を改正する法律」の公布により、「社会福祉法」が改正され、平成30年４

月から施行されました。この法改正により、地域福祉推進における「地域生活課題」

が具体的に定義され、その把握と関係機関との連携等による解決が図られることにな

りました。市町村は地域住民と行政等との協働による包括的な支援体制づくりに努め

ていくことになり、それらを計画的に推進していくために、福祉分野の共通事項を記

載した地域福祉計画の策定の努力義務化等が明記されています。 

 

地域福祉計画は、次の5つの事項についてその趣旨を斟酌し具体的な内容を示す

とともに、その他の必要な事項を加え、計画に盛り込むことが求められています。 

① 地域における高齢者の福祉、障がい者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、

共通して取り組むべき事項 

② 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

③ 地域における社会福祉を目的とした事業の健全な発達に関する事項 

④ 地域福祉に関する活動への地域住民の参加に関する事項 

⑤ 包括的な支援体制の整備に関する事項 

（社会福祉法第106条の３第１項各号に掲げる事業を実施する場合） 
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（３）「地域」の捉え方 

隣近所や町内会、地区センター単位等の生活圏を捉えた「暮らしの空間」としての

地域をはじめ、ボランティア、ＮＰＯ、事業者等の事業活動を中心とした「活動の空

間」としての地域があります。 

人の営みや様々な活動が行われる範囲は、それぞれが重なり合いながら、市民相互

のつながりや交流、助け合い等が必要になります。 

こうした範囲を「地域」と捉えるほか、市全体を対象にした活動や施策を展開する

場合は御前崎市全体を「地域」と捉えます。 

このように、この計画における「地域」とは、一定の範囲や特定の地域を意味する

ものではありません。 

 
 
 

２ 計画の位置づけ 
（１）計画の位置づけ 

① 御前崎市地域福祉計画 

地域福祉計画とは、社会福祉法第107条に基づき、地域における福祉サービスの適

切な利用の推進や、社会福祉を目的とする事業の健全な発達、地域福祉に関する活動

への住民の参加の促進に関する事項について、行政と福祉の専門職などの関係機関、

市民が一体となって地域福祉を推進するために市町村が定める計画です。 

 
 

② 御前崎市地域福祉活動計画 

地域福祉活動計画とは、地域福祉の推進をめざして、社会福祉協議会が中心となり、

民生委員・児童委員等の地域福祉活動者や福祉・医療施設の専門職などが相互に協力

して策定する民間による福祉活動の自主的・自発的な行動計画です。 
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地域福祉計画と地域福祉活動計画は、地域の生活課題や社会資源の状況などを共通

認識し、ともに「地域福祉の推進」という目標を掲げる中、それぞれの立場において、

それぞれの役割を担い、相互に連携しながら、地域福祉を進展させていくものです。 

そのため、本計画では、行政計画である地域福祉計画と、民間の活動・行動計画で

ある地域福祉活動計画を一体的に策定します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

役割分担、相互連携

地域福祉計画 

行政と社会福祉協議会や福祉の専門職

などの関係機関、市民による 

行政と民間の協働に 

よる地域福祉の推進計画
であり 

理念 と

実現のためのしくみ
を示す計画

地域福祉を推進するための地域

福祉活動者や福祉・医療専門職

などによる 

民間相互の協働に 

よる行動計
であり、 

市民の主体的な活動
を促進する計画

地域福祉活動計画 
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（２）関連諸計画との位置づけ 

本計画は、「第２次御前崎市総合計画」を上位計画とし、「御前崎市第８期介護保険

事業計画・御前崎市第９次高齢者福祉計画」や「第２期御前崎市子ども・子育て支援

事業計画」「御前崎市第２次健康増進計画・御前崎市第２次食育推進計画」等の分野別

計画を横断するとともに、東遠地域での「第２次東遠地域広域障害者計画」「第６期東

遠地域広域障害福祉計画・第２期東遠地域広域障害児福祉計画」と整合を図り、市の

地域福祉における基本方針と施策展開の方向を明らかにするものです。 

また、県の「第４期静岡県地域福祉支援計画」と連携しながら計画を推進していき

ます。 

 
 

［ 位置付け図 ］ 
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３ 計画の期間 
本計画の計画期間は、各個別計画の期間と連携を図るため、令和３年度から令和８

年度までの６か年計画とします。なお、令和５年度には進捗状況等の中間評価を行い、

必要に応じて見直しを行うなど、効果的に施策を展開します。 

 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

  

      

  
 中間評価 

・見直し     

 
 
 

４ 計画の策定方法 
この計画は、現状を把握するために市民アンケート調査、福祉懇談会等を実施する

とともに、策定委員会での協議等を通じて市民の提言を反映させて策定します。 

 

（１）策定委員会 

地域福祉施策は本市行政組織の幅広い部門に関連するため、地域福祉関係団体から

構成される「御前崎市地域福祉計画・地域福祉活動計画策定委員会」を設置し、計画

の策定及び地域福祉に関する施策の推進について審議し、その提言を計画に反映させ

ていきます。 

 

（２）作業部会 

「御前崎市地域福祉計画・地域福祉活動計画策定委員会」に提示する計画素案を作

成するため、関係部署の職員で構成する「御前崎市地域福祉計画・地域福祉活動計画

作業部会」を設置し、検討を行います。 

  

第３次 

計画 

第５次

計画 

第４次 地 域 福 祉 計 画 
第４次 地域福祉活動計画
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（３）アンケート調査の実施 

地域福祉に関する課題やニーズ調査のため、一般市民を対象に「第４次御前崎市地

域福祉計画・地域福祉活動計画策定のためのアンケート調査（以下「アンケート調査」

という。）」を実施し、結果から出た意見や課題を計画に反映させていきます。 

 

（４）福祉懇談会の実施 

市民の福祉課題についての把握を行うため、直接市民から意見を聴く機会として、

福祉懇談会を市内８支部社協・市内福祉団体にて開催し、福祉懇談会で出された意見

や課題を計画に反映させていきます。 

 

（５）パブリックコメントの実施 

「御前崎市地域福祉計画・地域福祉活動計画策定委員会」などで検討した内容に関

してパブリックコメントを行い、市民などの意見を広く募集し、計画策定などに反映

させていきます。 
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第２章    御前崎市の現状 

 
 

１ 御前崎市の現状 
（１）人口の状況  

本市の総人口は、令和元年度末で 32,067 人であり、年少人口（0～14 歳）は 3,827

人、生産年齢人口（15～64 歳）は 18,637 人、老年人口（65 歳以上）は 9,603

人となっています。 

 
人口構造の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年度３月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

  

4,985 4,865 4,763 4,601 4,445 4,303 4,195 4,088 3,950 3,827

22,913 22,465 21,695 21,148 20,578 20,151 19,815 19,521 19,098 18,637

7,834 7,946 8,244 8,524 8,812 9,034 9,217 9,387 9,493 9,603

35,732 35,276 34,702 34,273 33,835 33,488 33,227 32,996 32,541 32,067

0

10,000

20,000

30,000

40,000
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22年度
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23年度
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24年度

平成

25年度

平成

26年度

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

(人)

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）
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（２）世帯の状況  

本市の世帯の状況は、増減を繰り返し、令和元年度で 12,080 世帯となっています。

また、1 世帯あたりの人員は 2.65 人と年々減少しています。 

 
世帯の状況の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：住民基本台帳（各年度３月 31 日現在） 

  

12,114 12,098 11,806 11,797 11,811 11,852 11,956 12,093 12,110 12,080

2.95 2.92 2.94 2.91 2.86 2.83 2.78 2.73 2.69 2.65

0.00
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3.00

0

5,000
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平成

28年度
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令和
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（人）(世帯)

世帯数 １世帯あたりの人員
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（３）地区別にみた人口の状況  

地区別にみた人口の状況をみると、池新田が 9,098 人と最も多く、次いで白羽で

5,233 人、御前崎で 4,681 人となっています。 

 
地区別にみた人口の状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民基本台帳（令和２年３月 31 日現在） 

 
 

  池新田 高松 佐倉 比木 朝比奈 新野 御前崎 白羽 

年少人口 

（0～14 歳） 

1,118

（12.3%) 

443

(13.4%)

574

(12.3%)

161

(10.9%)

257

(12.4%)

158 

(10.4%) 

483 

(10.3%) 

633

(12.1%)

生産年齢人口 

（15～64 歳） 

5,581 

(61.3%) 

1,943

(58.6%)

2,942

(63.0%)

792

(53.6%)

1,110

(53.6%)

804 

(53.0%) 

2,538 

(54.2%) 

2,927

(55.9%)

老年人口 

（65 歳以上） 

2,399 

(26.4%) 

931

(28.1%)

1,156

(24.7%)

525

(35.5%)

705

(34.0%)

554 

(36.5%) 

1,660 

(35.5%) 

1,673

(32.0%)

 
  

9,098

3,317

4,672

1,478
2,072

1,516

4,681
5,233

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

池新田 高松 佐倉 比木 朝比奈 新野 御前崎 白羽

(人)

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）
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（４）⾼齢化率の推移  

高齢化率の推移をみると、国・静岡県・御前崎市ともに上昇し続けています。また、

御前崎市の高齢化率は、平成 28 年までは国・静岡県に比べ低い水準で推移していま

したが、令和元年には 29.2％と国・県よりも高い値となっています。 

 
高齢化率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

資料：国：総務省統計局資料（各年 10 月１日現在） 

静岡県・御前崎市：高齢者福祉行政の基礎調査（各年４月１日現在） 

 

（５）自然動態の推移  

自然動態の推移をみると、出生は減少傾向にあり、令和元年度では 177 人となっ

ています。また、死亡は増減を繰り返しており、令和元年度では 367 人で、自然増減

は 190 人減となっています。 

 
自然動態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年度３月 31 日現在） 

23 .0 23 .3

24.1
25.0 25.9

26.6
27.2

27.7 28.1 28.4

23.0 23.3
23 .8

24 .9 25 .9

26 .8 27 .6 28 .2 28 .7
29 .1

21 .7 21 .9 22 .5
23 .8 24 .9 26 .0 27 .0

27 .7 28 .4

29 .2

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

平成

22年

平成

23年

平成

24年

平成

25年

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

令和

元年

(％)

国 静岡県 御前崎市

出生 死亡 自然増減

330
314

289 279
261 253 257 246

202
177

375
397 408

354 360
388

371 368 372 367

▲ 45
▲ 83

▲ 119
▲ 75

▲ 99
▲ 135

▲ 114 ▲ 122
▲ 170 ▲ 190

▲ 300

0

300

0

90

180

270

360

450

平成

22年度

平成

23年度

平成

24年度

平成

25年度

平成

26年度

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

(増減数)(人)
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（６）社会動態の推移  

社会動態の推移をみると、平成 27 年度以降は転入・転出ともに増減を繰り返して

おり、令和元年度では転入が 1,002 人、転出が 1,282 人、社会増減は 280 人減と

なっています。 

 
社会動態の推移 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年度３月 31 日現在） 

 

（７）要支援・要介護認定の状況  

要支援・要介護認定の状況をみると、増減を繰り返しており、令和元年度で 1,227

人となっています。特に要介護 1 は平成 22 年度と比較すると伸び率が高く、令和元

年度では 269 人となっています。 

 
要支援・要介護認定の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：高齢者支援課（各年度３月 31 日現在） 

91 87 99 123 125 120 158 108 104 102

196 204 222 249 275 272 273
250 274 269

215 242 227
236 243 245 244

249 242 266
205 216 209

211 207 204 218
232 241 235190 170 149

161 153 150
171

168 185 211154 172 163
158 133 130

137
130 148 1441,051 1,091 1,069 

1,138 1,136 1,121 
1,201 

1,137 
1,194 1,227 

0

500

1,000

1,500

平成

22年度

平成

23年度

平成

24年度

平成

25年度

平成

26年度

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

(人)

転入 転出 社会増減

要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

1,283 1,255

1,103 1,068
1,006 997 1,038 1,040 1,030 1,002

1,654 1,634

1,439
1,349 1,289

1,146 1,152 1,156
1,292 1,282

▲ 371 ▲ 379
▲ 336

▲ 281 ▲ 283

▲ 149
▲ 114 ▲ 116

▲ 262 ▲ 280

▲ 400

▲ 200

0

200

400

0

300

600

900

1,200

1,500

1,800

平成

22年度

平成

23年度

平成

24年度

平成

25年度

平成

26年度

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

(増減数)(人)
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（８）年齢３区分別構成割合  

年齢３区分別構成割合をみると、年少人口（0～14 歳）と生産年齢人口（15～64

歳）は減少する見通しですが、一方で、老年人口（65 歳以上）は増加する見通しとな

っており、令和 27 年では 47.2％と予測されます。 

 
年齢３区分別構成割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国立社会保障・人口問題研究所（平成 30 年３月 30 日） 

 

（９）将来の人口予測  

将来の人口予測は、年々減少する見通しで、令和 22 年には 30,000 人を切り、令

和 42 年では 25,786 人と予測されます。 

 
将来の人口予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：御前崎市まち・ひと・しごと創生 人口ビジョン 

 

13.0 11.7 10.7 9.9 9.2 8.8 8.5 

59.7 56.8 54.2 52.1 50.2 46.5 44.3 

27.3 31.5 35.1 38.0 40.6 44.7 47.2 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成27年 令和２年 令和７年 令和12年 令和17年 令和22年 令和27年

(％)

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上）

32,578 31,833 31,275 30,661 30,005 29,164 28,267 27,394 26,558 25,786

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

平成

27年

令和

２年

令和

７年

令和

12年

令和

17年

令和

22年

令和

27年

令和

32年

令和

37年

令和

42年

(人)
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（10）障がいのある人の状況  

障がいのある人の状況をみると、令和元年度で身体障害者手帳交付数は 1,164 件、

療育手帳交付数は 310 件、精神障害者保健福祉手帳交付数は 173 件となっていま

す。また、障害者比率は令和元年度では 5.14％となっています。 

 
障がいのある人の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課（各年度３月 31 日現在） 

 

（11）保護の状況  

保護の状況をみると、令和元年度では、生活保護受給者世帯数は 103 世帯、生活

保護受給者は 116 人、人口あたりの受給割合は 0.36％となっています。 

 
保護の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課（福祉行政報告例） 

1,216 1,199 1,187 1,368 1,420
1,196 1,199 1,193 1,169 1,164

229 237 232
251 281

268 279 279 295 310

144 181 205

235
251

155 155 158 166 173

4.45 4.58 4.68

5.41
5.77

4.83 4.91 4.94 5.01 5.14

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成

22年度

平成

23年度

平成

24年度

平成

25年度

平成

26年度

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

(％)(人)

身体障害者手帳交付数 療育手帳交付数

精神障害者保健福祉手帳交付数 障害者比率

92
108

122
134

118
105 100 100 101 103

117

145
156

173

138
117 112 109 111 116

0.33

0.41
0.45

0.50

0.41

0.35 0.34 0.33 0.34
0.36

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0

50

100
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200
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300
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22年度
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23年度
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24年度
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25年度
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26年度
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27年度
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28年度
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29年度

平成

30年度

令和

元年度

(％)(世帯/受給者)

生活保護受給者世帯数 生活保護受給者数 人口あたりの受給割合
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（12）生活保護受給費  

生活保護受給費の推移をみると、平成 26 年度までは増加傾向であったものの、近

年は減少傾向となっており、令和元年度では 188,459 千円となっています。 

 
生活保護受給費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：福祉課（経理状況報告） 

 

 

（13）外国人の状況  

外国人の推移をみると、平成 28 年までは減少傾向で推移していましたが、平成 29

年から増加し、平成 31 年では 1,059 人と、平成 28 年に比べ 1.25 倍となってい

ます。 

 
外国人の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：外国人登録者名簿（各年 3月 31 日現在） 

1,192
1,055

931 883 854 858 846
984 1,045 1,059

0

400

800

1,200

平成

22年

平成

23年

平成

24年

平成

25年

平成

26年

平成

27年

平成

28年

平成

29年

平成

30年

平成

31年

(人)

179,625 

215,357 

254,033 
269,377 279,903 

246,716 

199,147 209,410 
196,714 188,459 

0

80,000

160,000

240,000

320,000

平成

22年度

平成

23年度

平成

24年度

平成

25年度

平成

26年度

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

(千円)
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（14）町内会加入状況  

町内会加入状況をみると、加入世帯数・加入率ともに横ばいで推移しており、令和

元年度で加入世帯数は 7,585 世帯、加入率は 62.6％となっています。 

 
町内会加入状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務課（各年度 4月 1日現在） 

  

7,718 7,664 7,670 7,663 7,657 7,621 7,613 7,621 7,599 7,585

63.7 63.3 65.0 65.0 64.8 64.5 64.2 63.7 62.8 62.6
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２ アンケート調査結果 
（１）調査の概要  

① 調査の目的 

「御前崎市第４次地域福祉計画・第４次地域福祉活動計画」策定の基礎資料とす

るため、アンケート調査を実施しました。 

 

② 調査対象 

御前崎市在住の 20 歳以上を無作為抽出 

 

③ 調査期間 

令和 2 年 6 月 12 日から 6 月 26 日まで 

 

④ 調査方法 

郵送による配布・回収 

 

⑤ 回収状況 

配布数 有効回答数 有効回答率 

2,000 通 847 通 42.4％ 
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（２）調査の主な結果  

① 近所づきあいについて 

「顔が合えばあいさつ程度はする」の割合が 31.6％と最も高く、次いで「たまに立

ち話をする」の割合が 22.6％、「気の合った人とは親しくしている」の割合が 20.2％

となっています。 

過去の調査と比較すると、平成 22 年度以降、「日頃から助け合っている」「気の合

った人とは親しくしている」の割合が減少し、「たまに立ち話をする」「顔が合えばあ

いさつ程度はする」の割合が増加する傾向がみられます。 

近所づきあいについて 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

日頃から助け合っている 気の合った人とは親しくしている

たまに立ち話をする 顔が合えばあいさつ程度はする

その他 ほとんどつきあいがない

無回答

回答者数 =

令和２年度 847

平成27年度 817

平成22年度 443

18.9

20.4

24.6

20.2

20.6

27.5

22.6

21.4

16.7

31.6

31.1

26.0

0.5

0.6

0.2

5.7

5.3

4.5

0.6

0.6

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%



 
19 

 
 

【地区別】 

地区別にみると、他に比べ、比木地区で「日頃から助け合っている」の割合が高く

なっています。また、他に比べ、朝比奈地区で「気の合った人とは親しくしている」

の割合が、高松地区で「たまに立ち話をする」の割合が、池新田地区で「顔が合えば

あいさつ程度はする」の割合が、佐倉地区で「ほとんどつきあいがない」の割合が高

くなっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

回答者数 =

池新田地区 207

高松地区 88

佐倉地区 109

比木地区 45

朝比奈地区 62

新野地区 45

御前崎地区 147

白羽地区 140

10.1

12.5

17.4

31.1

24.2

24.4

22.4

25.7

16.9

20.5

16.5

17.8

27.4

26.7

18.4

25.0

23.7

26.1

20.2

17.8

25.8

22.2

23.1

20.7

40.6

35.2

34.9

24.4

19.4

22.2

29.9

25.7

1.1

2.2

1.6

2.2

8.2

4.5

11.0

6.7

2.2

4.8

2.1

0.5

1.6

1.4

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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② 地域福祉を推進する活動について 

「参加したい」と「どちらかといえば参加したい」をあわせた“参加したい”の割

合が 42.7％、「どちらかといえば参加したくない」と「参加したくない」をあわせた

“参加したくない”の割合が 29.7％となっています。 

過去の調査と比較すると、平成 22 年度以降“参加したい”の割合が減少し、“参加

したくない”の割合が増加する傾向がみられます。 

地域福祉を推進する活動について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【年齢別】 

年齢別にみると、年齢が高くなるにつれて“参加したい”の割合が高くなる傾向が

みられます。また、年齢が低くなるほど“参加したくない”の割合が高くなる傾向が

みられます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参加したい どちらかといえば参加したい

どちらかといえば参加したくない 参加したくない

わからない 無回答

回答者数 =

令和２年度 847

平成27年度 817

平成22年度 443

7.4

11.0

13.8

35.3

31.9

35.4

20.8

17.9

14.9

8.9

8.3

6.3

26.0

27.3

25.7

1.7

3.5

3.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

20～39歳 157

40～64歳 347

65～74歳 259

75歳以上 83

6.4

6.1

8.9

10.8

22.9

34.3

43.6

37.3

25.5

21.0

18.5

18.1

19.1

7.2

5.8

6.0

26.1

30.3

21.2

21.7

1.2

1.9

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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③ 民生委員・児童委員について 

「知っている」の割合が 69.2％、「知らない」の割合が 29.6％となっています。 

過去の調査と比較すると、平成 22 年度以降「知っている」の割合が減少し、「知ら

ない」の割合が増加する傾向がみられます。 

民生委員・児童委員について 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

④ 生活上で困りごとや福祉サービスが必要になったときの相談先について 

「市の相談窓口」の割合が 56.2％と最も高く、次いで「友人や知人」の割合が

48.3％、「福祉施設の窓口」の割合が 27.0％となっています。 

過去の調査と比較すると、平成 22 年度以降「友人や知人」の割合が増加し、「民生

委員・児童委員」の割合が減少する傾向がみられます。 

相談先について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

％

友人や知人

近所の人

町内会役員

民生委員・児童委員

市の相談窓口

社会福祉協議会

病院や診療所

福祉施設の窓口

その他

家族や親せき以外には

誰にも相談しない

無回答

48.3

15.2

4.4

13.5

56.2

10.3

21.7

27.0

1.2

6.5

0.8

47.4

15.9

4.2

18.0

55.4

8.3

19.8

26.4

1.2

6.4

1.3

40.4

17.6

5.9

21.9

56.0

9.5

21.4

28.9

2.3

5.9

0.7

0 20 40 60 80 100

令和２年度 （回答者数 = 847）

平成27年度 （回答者数 = 817）

平成22年度 （回答者数 = 443）

知っている 知らない 無回答

回答者数 =

令和２年度 847

平成27年度 817

平成22年度 443

69.2

74.1

79.0

29.6

23.6

20.5

1.2

2.3

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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【年齢別】 

年齢別にみると、年齢が高くなるにつれて「近所の人」「町内会役員」「民生委員・

児童委員」「福祉施設の窓口」の割合が高くなる傾向がみられます。また、年齢が低く

なるほど「友人や知人」「病院や診療所」の割合が高くなる傾向がみられます。また、

他に比べ、40～64 歳で「市の相談窓口」の割合が、65～74 歳で「社会福祉協議会」

の割合が、75 歳以上で「家族や親せき以外には誰にも相談しない」の割合が高くなっ

ています。 

単位：％ 

区分 

有
効
回
答
数
（
件
） 

友
人
や
知
人 

近
所
の
人 

町
内
会
役
員 

民
生
委
員
・
児
童
委
員

市
の
相
談
窓
口 

社
会
福
祉
協
議
会 

病
院
や
診
療
所 

福
祉
施
設
の
窓
口 

そ
の
他 

家
族
や
親
せ
き
以
外
に

は
誰
に
も
相
談
し
な
い

無
回
答 

20～39 歳 157 62.4 10.2 2.5 1.3 43.9 5.1 22.9 17.8 3.2 9.6 －

40～64 歳 347 50.7 13.0 3.7 9.2 62.5 9.8 25.1 28.0 0.9 4.0 0.3 

65～74 歳 259 40.2 19.7 6.2 23.9 61.4 14.3 19.3 31.7 － 6.2 －

75 歳以上 83 36.1 19.3 4.8 21.7 37.3 9.6 13.3 26.5 2.4 12.0 7.2 
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⑤ 福祉サービスを安心して利用できる環境をつくるために必要なことについて  

「福祉サービスの種類や内容、利用料などの情報」の割合が 83.0％と最も高く、次

いで「相談できる場所や相談員の情報」の割合が 66.8％、「福祉サービスを提供する

事業者の情報」の割合が 50.4％となっています。 

過去の調査と比較すると、平成 22 年度以降「福祉サービスを提供する事業者の情

報」の割合が増加する傾向がみられます。また、平成 27 年度調査に比べ、「インター

ネット、ＳＮＳ等を活用した情報の周知」の割合が増加しています。 

福祉サービスを安心して利用できる環境をつくるために必要なことについて 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※「インターネット、ＳＮＳ等を活用した情報の周知」の選択肢は平成 27 年度調査で追加されました。 

 
 
 
 
   

％

福祉サービスの種類や内容、利用料など

の情報

福祉サービスを提供する事業者の情報

相談できる場所や相談員の情報

苦情への適切な対応

福祉に関わる法律や制度について、
市民が学習できる機会

福祉サービスの内容や質を評価したり
チェックしたりする仕組み

福祉サービス利用者の人権を保護する

仕組み

ＮＰＯ、ボランティアの育成や活動への

支援

インターネット、ＳＮＳ等を活用した情報の

周知

その他

わからない

無回答

83.0

50.4

66.8

19.2

16.1

17.7

23.5

10.9

21.1

0.7

4.5

1.4

82.5

49.8

67.3

21.2

20.0

19.6

22.9

10.4

14.1

0.6

3.8

2.4

82.8

43.1

63.9

16.7

15.1

14.4

22.6

8.8

0.0

1.1

2.5

2.5

0 20 40 60 80 100

令和２年度 （回答者数 = 847）

平成27年度 （回答者数 = 817）

平成22年度 （回答者数 = 443）
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⑥ 成年後見制度について 

「知らない」の割合が 40.5％と最も高く、次いで「名前は知っている」の割合が

37.3％、「名前も制度の内容も知っている」の割合が 21.4％となっています。 

成年後見制度について 

 
 
 
 
 
 
 

⑦ 子どもたちに対する福祉教育について 

「地域の活動などを通じて学ぶ」の割合が 27.9％と最も高く、次いで「学校教育の

中で学ぶ」の割合が 25.3％、「生活していく中で自然に身に付ける」の割合が 20.0％

となっています。 

過去の調査と比較すると、平成 22 年度以降「学校教育の中で学ぶ」の割合が増加

する傾向がみられます。また、平成 27 年度調査に比べ、「家庭の中で学ぶ」の割合が

減少しています。 

子どもたちに対する福祉教育について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

学校教育の中で学ぶ 家庭の中で学ぶ

地域の活動などを通じて学ぶ 生活していく中で自然に身に付ける

その他 特にない

無回答

回答者数 =

令和２年度 847

平成27年度 817

平成22年度 443

25.3

20.3

19.2

19.5

24.5

23.5

27.9

29.3

28.7

20.0

21.9

24.6

1.1

0.4

1.4

2.7

1.6

0.2

3.7

2.1

2.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

名前は知っている 名前も制度の内容も知っている 知らない 無回答

回答者数 =

令和２年度 847 37.3 21.4 40.5 0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑧ 地域の福祉活動に必要なことについて 

「学校や社会における福祉教育を充実する」の割合が 38.0％と最も高く、次いで

「医療・保健機関を充実する」の割合が 35.8％、「福祉に関する情報や活動内容など

をもっとＰＲする」の割合が 32.0％となっています。 

過去の調査と比較すると、平成 22 年度以降「活動のリーダーなど福祉活動に携わ

る人を養成する」の割合が減少する傾向がみられます。また、平成 27 年度調査と比

べ、「医療・保健機関を充実する」の割合が減少しています。 

地域の福祉活動に必要なことについて 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※「スポーツや文化活動など高齢者・障がいのある方の社会参加の機会を増やす」の選択肢は、令和２年度調査で追加されました。 

 

 
 
  

％

学校や社会における福祉教育を充実する

ボランティア団体など住民活動に対する援助
を行う

活動のリーダーなど福祉活動に携わる人を

養成する

活動の拠点となる場の整備を行う

福祉に関する情報や活動内容などをもっと

ＰＲする

手話や点字、介護など福祉活動の方法など

に関する研修を行う

医療・保健機関を充実する

福祉活動をしている人たちの連携を進める

介護体験や高齢者・障がいのある方の疑似
体験をするなど福祉にふれる機会を増やす

スポーツや文化活動など高齢者・障がいの

ある方の社会参加の機会を増やす

その他

特に必要なことはない

無回答

38.0

13.8

13.3

14.8

32.0

1.9

35.8

6.5

8.7

5.5

1.3

1.8

3.2

36.8

9.1

15.7

13.5

30.4

2.6

43.1

7.3

11.5

－

1.2

2.1

3.8

38.6

11.5

18.7

14.7

36.3

1.8

35.9

7.0

9.5

－

1.6

1.1

2.9

0 20 40 60 80 100

令和２年度 （回答者数 = 847）

平成27年度 （回答者数 = 817）

平成22年度 （回答者数 = 443）
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⑨ ボランティア活動の参加について 

「ない」の割合が 55.1％と最も高く、次いで「過去に参加したことがある」の割合

が 28.2％、「参加している」の割合が 15.9％となっています。 

過去の調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

ボランティア活動の参加について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑩ ボランティア活動に参加していない理由について 

「時間がないから」の割合が 37.7％と最も高く、次いで「機会がないから」の割合

が 29.3％、「健康上の理由から」の割合が 15.9％となっています。 

過去の調査と比較すると、平成 22 年度以降「機会がないから」「健康上の理由から」

の割合が減少する傾向がみられます。 

参加していない理由について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

参加している 過去に参加したことがある ない 無回答

回答者数 =

令和２年度 847

平成27年度 817

平成22年度 443

15.9

15.8

14.7

28.2

25.3

32.7

55.1

56.5

50.6

0.7

2.3

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

興味や関心がなくなったから

機会がないから

時間がないから

参加した活動が自分に合っていなかったから

健康上の理由から

その他

無回答

回答者数 =

令和２年度 239

平成27年度 207

平成22年度 145

4.2

2.4

0.7

29.3

31.4

33.1

37.7

39.6

33.8

2.5

1.4

1.4

15.9

17.9

22.8

8.8

5.3

6.9

1.7

1.9

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑪ ボランティア活動に参加したことがない理由について 

「時間がないから」の割合が 30.4％と最も高く、次いで「機会がないから」の割合

が 27.0％、「活動内容や方法がわからないから」の割合が 15.2％となっています。 

過去の調査と比較すると、平成 22 年度調査に比べ、「興味や関心がないから」の割

合が増加し、「機会がないから」の割合が減少しています。 

参加したことがない理由について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑫ ボランティア活動への参加意向について 

「参加したくない・参加できない」の割合が 51.7％と最も高く、次いで「できれば

参加したい」の割合が 37.3％となっています。 

過去の調査と比較すると、平成 22 年度調査、平成 27 年度調査に比べ、「参加した

くない・参加できない」の割合が増加しています。 

ボランティア活動への参加意向について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

興味や関心がないから 機会がないから

時間がないから 活動内容や方法がわからないから

健康上の理由から その他

無回答

回答者数 =

令和２年度 467

平成27年度 462

平成22年度 224

10.9

11.5

5.4

27.0

26.6

32.1

30.4

30.5

28.6

15.2

16.7

15.6

12.4

12.8

13.8

3.2

1.3

3.6

0.9

0.6

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

参加したい できれば参加したい 参加したくない・参加できない 無回答

回答者数 =

令和２年度 847

平成27年度 817

平成22年度 443

7.8

9.2

10.6

37.3

40.3

39.1

51.7

44.7

45.1

3.2

5.9

5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑬ ボランティア活動が活発になるために必要なことについて 

「みんなが気軽に参加できるように活動内容を充実する」の割合が 50.1％と最も

高く、次いで「ボランティア活動に関する情報提供や活動の場を紹介する」の割合が

34.5％、「ボランティア活動に要する交通費や経費を援助する」の割合が 15.7％とな

っています。 

過去の調査と比較すると、平成 22 年度以降「みんなが気軽に参加できるように活

動内容を充実する」の割合が減少する傾向がみられます。 

ボランティア活動が活発になるために必要なことについて 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

％

みんなが気軽に参加できるように

活動内容を充実する

学区・地区ごとにボランティアの活動

拠点をつくる

ボランティア活動に関して広く学習

できる機会をつくる

ボランティア活動に関する情報提供や

活動の場を紹介する

ボランティア活動に要する交通費や

経費を援助する

活動上の悩みや問題に関する相談

体制を充実する

ボランティア活動に対する職場の
理解を深める

企業に対して社会貢献活動に関する

周知を行う

その他

わからない

無回答

50.1

15.0

12.4

34.5

15.7

5.9

9.1

6.7

1.4

11.3

2.4

55.9

16.2

10.4

34.9

14.2

5.4

9.7

8.1

1.1

8.1

4.0

61.4

16.9

10.6

35.4

12.6

7.7

13.5

－

0.5

7.9

4.5

0 20 40 60 80 100

令和２年度 （回答者数 = 847）

平成27年度 （回答者数 = 817）

平成22年度 （回答者数 = 443）
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⑭ 災害等の緊急時の避難について 

「一人で避難できる」の割合が 82.4％と最も高く、次いで「わからない」の割合が

11.8％となっています。 

平成 27 年度調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

災害等の緊急時の避難について 

 
 
 
 
 
 
 
 

【年齢別】 

年齢別にみると、他に比べ、40～64 歳で「一人で避難できる」の割合が高くなっ

ています。また、他に比べ、75 歳以上で「避難できない」の割合が高くなっていま

す。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

一人で避難できる 避難できない わからない 無回答

回答者数 =

20～39歳 157

40～64歳 347

65～74歳 259

75歳以上 83

80.9

87.6

81.5

66.3

5.1

2.0

4.2

18.1

13.4

9.8

13.5

12.0

0.6

0.6

0.8

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

令和２年度 847

平成27年度 817

82.4

80.5

4.8

6.6

11.8

11.0

0.9

1.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑮ 災害時に避難支援の必要な人の情報を地域で共有することについて 

「平常時から隣近所で共有しておくことが必要である」の割合が 47.0％と最も高

く、次いで「災害時にすぐに住民に提供できるよう、平常時から自治会（自主防災組

織）が把握しておくことが必要である」の割合が 30.2％となっています。 

平成 27 年度調査と比較すると、「平常時から隣近所で共有しておくことが必要であ

る」の割合が減少しています。 

災害時に避難支援の必要な人の情報を地域で共有することについて 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

回答者数 =

令和２年度 847

平成27年度 817

47.0

54.3

30.2

29.3

8.7

6.6

2.6

2.3

1.5

0.2

8.4

4.7

1.5

2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平常時から隣近所で共有しておくことが必要である

災害時にすぐに住民に提供できるよう、平常時から自治会（自主防災組織）が把握しておくことが必要である

災害が発生して支援が必要となったときに、市役所が地域に提供すべきである

個人情報なので、地域で共有すべきではない

その他

わからない

無回答
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⑯ 地域における災害時の備えとして大切だと思うことについて 

「危険箇所の把握」の割合が 65.6％と最も高く、次いで「地域での避難訓練」の割

合が 59.6％、「日頃からのあいさつ、声かけやつきあい」の割合が 47.3％となって

います。 

平成 27 年度調査と比較すると、「危険箇所の把握」の割合が増加しています。 

地域における災害時の備えとして大切だと思うことについて 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

％

地域での避難訓練

災害対策の学習会

危険箇所の把握

地域の要配慮者の把握

要配慮者への情報伝達や避難誘導の

体制づくり

要配慮者への対応も含めた避難所の

運営訓練

地域の自主防災組織などの体制の
構築

日頃からのあいさつ、声かけやつきあい

災害ボランティアの育成

その他

無回答

59.6

21.3

65.6

37.7

31.6

26.1

27.9

47.3

17.0

0.9

1.3

63.6

19.1

57.8

36.6

35.3

22.3

26.8

48.3

16.0

1.1

4.9

0 20 40 60 80 100

令和２年度 （回答者数 = 847）

平成27年度 （回答者数 = 817）
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⑰ 御前崎市社会福祉協議会について 

「知っている」の割合が 65.8％、「知らない」の割合が 30.6％となっています。 

過去の調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

御前崎市社会福祉協議会について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【年齢別】 

年齢別にみると、他に比べ、65～74 歳で「知っている」の割合が高くなっていま

す。また、年齢が低くなるほど「知らない」の割合が高くなる傾向がみられます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

知っている 知らない 無回答

知っている 知らない 無回答

回答者数 =

20～39歳 157

40～64歳 347

65～74歳 259

75歳以上 83

46.5

70.0

73.7

60.2

52.9

28.2

21.6

25.3

0.6

1.7

4.6

14.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 =

令和２年度 847

平成27年度 817

平成22年度 443

65.8

62.2

63.0

30.6

31.5

34.3

3.7

6.4

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑱ 御前崎市社会福祉協議会で発行している情報誌「おまえざき社協だより」について 

「知っているが、あまり読んでいない」の割合が 55.6％と最も高く、次いで「知ら

ない」の割合が 22.3％、「知っているし、よく読んでいる」の割合が 21.0％となっ

ています。 

過去の調査と比較すると、大きな変化はみられません。 

「おまえざき社協だより」について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

知っているし、よく読んでいる 知っているが、あまり読んでいない

知らない 無回答

回答者数 =

令和２年度 847

平成27年度 817

平成22年度 443

21.0

23.1

20.1

55.6

52.5

52.4

22.3

19.8

24.8

1.1

4.5

2.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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⑲ 御前崎市社会福祉協議会の事業の認知度について 

「社協だよりの発行（4 月、6 月、8 月、12 月、2 月の年 5 回発行）」の割合が

59.4％と最も高く、次いで「赤い羽根共同募金運動・歳末たすけあい運動」の割合が

49.2％、「ふれあい広場の開催（毎年 10 月に浜岡福祉会館で開催）」の割合が 40.9％

となっています。 

過去の調査と比較すると、平成 22 年度以降「社協だよりの発行（4 月、6 月、8

月、12 月、2 月の年 5 回発行）」「ふれあい広場の開催（毎年 10 月に浜岡福祉会館

で開催）」「児童館・児童図書館事業」の割合が増加する傾向がみられます。また、平

成 27 年度調査に比べ、「引きこもり、不登校支援相談室の開設」の割合が増加してい

ます。 

御前崎市社会福祉協議会の事業の認知度について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※「中学生・高校生夏休みボランティア体験活動」「サロン活動の支援」「生活支援コーディネーター事業」「ささえあいサポーター事

業」「障がい者余暇活動支援」「生活困窮者自立支援事業」の選択肢は令和２年度調査で、「引きこもり、不登校支援相談室の開設」

「浜岡福祉会館管理（貸館）」「浜岡中央児童館管理」は平成 27 年度調査で追加されました。 

 

％

法律・心配ごとなどの福祉総合
相談

社協だよりの発行（4 月、6 月、

8 月、12月、2 月の年5 回発行）

ふれあい広場の開催（毎年10月

に浜岡福祉会館で開催）

社会福祉大会の開催

戦没者慰霊祭の開催

災害ボランティアコーディ

ネーター養成講座の開催

各ボランティア講座の開催

ボランティア活動に関する

相談・支援育成

中学生・高校生夏休み
ボランティア体験活動

サロン活動の支援

福祉関係団体の育成・支援

支部社協事業の支援

生活支援コーディネーター事業

ささえあいサポーター事業

障がい者余暇活動支援

福祉教育の推進

高齢者生きがい教室の開催

日常生活自立支援事業の推進

35.2

59.4

40.9

15.1

20.0

6.7

12.8

10.5

17.7

9.7

8.5

5.0

3.7

7.9

5.4

8.6

19.0

5.0

32.8

57.9

38.2

19.8

19.6

7.3

12.4

10.2

－

－

8.3

7.0

－

－

－

7.7

19.1

5.3

30.7

52.8

32.3

17.4

18.3

6.1

11.1

9.7

－

－

9.3

8.4

－

－

－

8.4

14.9

4.7

0 20 40 60 80 100

令和２年度

（回答者数 = 847）

平成27年度

（回答者数 = 817）

平成22年度

（回答者数 = 443）

％

生活福祉資金（市小口資金）
貸付事業

生活困窮者自立支援事業

ひとり親家庭入学者激励事業

引きこもり、不登校支援

相談室の開設

高齢者理美容料金助成事業

はり・灸・マッサージ治療費

助成事業

児童館・児童図書館事業

赤い羽根共同募金運動・

歳末たすけあい運動

介護機器貸与事業
（車いす・福祉車両）

放課後児童クラブ事業

ファミリーサポートセンター事業

御前崎ふれあい福祉センター

管理（貸館）

浜岡福祉会館管理（貸館）

浜岡中央児童館管理

ボランティアセンター管理

（貸館）

その他

知らない

無回答

5.4

8.5

6.4

19.5

12.6

18.3

24.8

49.2

15.0

23.0

9.7

17.1

22.1

19.2

4.8

0.4

15.2

5.3

6.5

－

3.6

－

11.3

19.0

18.5

47.9

12.9

18.5

2.5

11.7

－

－

6.1

0.9

17.4

7.4

6.0

－

4.5

8.4

12.2

14.9

21.8

50.7

16.9

20.8

6.9

14.8

20.1

17.3

5.5

0.0

16.3

8.4

0 20 40 60 80 100
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⑳ 健康や福祉を増進するための取り組みについて 

「高齢者や障がいのある方が安心して暮らせる在宅福祉の充実」の割合が 52.3％

と最も高く、次いで「医療サービスの充実」の割合が 50.6％、「子育てが安心してで

きる子育て支援サービスの充実」の割合が 41.3％となっています。 

平成 27 年度調査と比較すると、「健康の保持・増進を図る健康づくりの取り組みの

充実」「医療サービスの充実」の割合が減少しています。 

健康や福祉を増進するための取り組みについて 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※「どんな困りごとでも相談できる窓口の充実」の選択肢は、令和２年度調査で追加されました。 

  

％

高齢者や障がいのある方が安心して

暮らせる在宅福祉の充実

子育てが安心してできる子育て支援
サービスの充実

健康の保持・増進を図る健康づくりの
取り組みの充実

医療サービスの充実

生きがいづくりを支援するサービスの

充実

地域でのボランティア活動やＮＰＯ活動の

充実

すべての人の人権を守る取り組みの充実

安心して快適に暮らせる住宅や住環境の

整備

安全に外出や移動ができる道路や

公共交通などの整備

防犯や防災対策の充実

環境保全対策の充実

どんな困りごとでも相談できる窓口の

充実

生活困窮者などへの経済的支援の充実

その他

特にない

無回答

52.3

41.3

16.4

50.6

9.4

3.0

6.0

12.4

21.0

16.2

6.3

23.3

4.4

1.7

1.7

2.4

55.9

39.9

22.3

56.5

13.2

2.8

6.4

13.8

18.2

19.0

5.8

－

6.7

1.0

1.5

2.3

0 20 40 60 80 100

令和２年度 （回答者数 = 847）

平成27年度 （回答者数 = 817）
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【年齢別】 

年齢別にみると、年齢が高くなるにつれて「高齢者や障がいのある方が安心して暮

らせる在宅福祉の充実」「どんな困りごとでも相談できる窓口の充実」「生活困窮者な

どへの経済的支援の充実」の割合が高くなる傾向がみられます。また、年齢が低くな

るほど「子育てが安心してできる子育て支援サービスの充実」「医療サービスの充実」

「安心して快適に暮らせる住宅や住環境の整備」の割合が高くなる傾向がみられます。

また、他に比べ、20～39 歳で「防犯や防災対策の充実」の割合が、40～64 歳で「地

域でのボランティア活動やＮＰＯ活動の充実」「すべての人の人権を守る取り組みの充

実」の割合が、65～74 歳で「健康の保持・増進を図る健康づくりの取り組みの充実」

「生きがいづくりを支援するサービスの充実」「環境保全対策の充実」の割合が、75

歳以上で「安全に外出や移動ができる道路や公共交通などの整備」の割合が高くなっ

ています。 

 
単位：％ 

区分 

有
効
回
答
数
（
件
） 

高
齢
者
や
障
が
い
の
あ

る
方
が
安
心
し
て
暮
ら

せ
る
在
宅
福
祉
の
充
実

子
育
て
が
安
心
し
て
で

き
る
子
育
て
支
援
サ
ー

ビ
ス
の
充
実 

健
康
の
保
持
・
増
進
を

図
る
健
康
づ
く
り
の
取

り
組
み
の
充
実 

医
療
サ
ー
ビ
ス
の
充
実

生
き
が
い
づ
く
り
を
支

援
す
る
サ
ー
ビ
ス
の
充

実 地
域
で
の
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
活
動
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
活
動

の
充
実 

す
べ
て
の
人
の
人
権
を

守
る
取
り
組
み
の
充
実

安
心
し
て
快
適
に
暮
ら

せ
る
住
宅
や
住
環
境
の

整
備 

20～39 歳 157 33.1 64.3 7.6 51.6 7.6 3.2 6.4 19.1 

40～64 歳 347 51.3 43.2 14.4 51.6 8.6 4.3 7.2 13.8 

65～74 歳 259 62.2 30.1 23.2 50.2 11.6 1.9 4.6 8.1 

75 歳以上 83 62.7 24.1 19.3 45.8 9.6 － 4.8 7.2 

 

区分 

安
全
に
外
出
や
移
動

が
で
き
る
道
路
や
公

共
交
通
な
ど
の
整
備 

防
犯
や
防
災
対
策
の

充
実 

環
境
保
全
対
策
の
充

実 ど
ん
な
困
り
ご
と
で

も
相
談
で
き
る
窓
口

の
充
実 

生
活
困
窮
者
な
ど
へ

の
経
済
的
支
援
の
充

実 そ
の
他 

特
に
な
い 

無
回
答 

20～39 歳 23.6 21.7 5.7 14.6 2.5 2.5 3.2 0.6 

40～64 歳 21.0 15.9 6.1 24.2 4.3 1.4 1.4 2.0 

65～74 歳 18.1 13.1 7.3 24.3 5.0 1.2 1.2 3.5 

75 歳以上 25.3 16.9 4.8 32.5 6.0 2.4 1.2 3.6 
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３ 前計画における目標指標の評価 
（１）お互いに支え合い安心して暮らせるまちづくり  

① 市民が主役になる小地域福祉活動の推進・支援 

項 目 
第３次現状 

（平成 27 年度） 

第３次目標 

（令和２年度）

第３次実績 

（令和２年度）
評価 

今後の

方針 

サロンの実施箇

所数 
20 箇所 33 箇所 23 箇所

生活支援コーディネーターの会

合にて、これ以上増やすのではな

く、現在ある場所を充実させてい

く意見が出ており、今後は活動支

援に重点をおいていきたい。 

見直し

で廃止

居場所の設置箇

所数 
0 箇所 16 箇所 8箇所

見直し

で廃止

見守りネットワ

ーク実施地区数
0地区 8 地区 0地区

担い手が不足しており、次世代に

担い手となる年代の人の確保も

難しくなっており、新たな社会資

源を作ることが難しい状況であ

る。まず、地域住民が「共助」を

実施できる取り組みを継続的に

実施し、市民意識を高めていく必

要がある。 

見直し

で廃止

生活支援サービ

スの実施地区数
0地区 8 地区 8地区

全８地区で「ささえあいサポータ

ー」事業が開始され、目標達成で

きたため、再掲は不要と考える。

見直し

で廃止

御前崎市を「困

った時に隣近所

で助け合えるま

ち」と思う人の

割合 

11.0% 15.0% 9.9%

「そう思う」の割合は平成 27 年

度よりも割合は下がっているが

「どちらかといえばそう思う」を

加えるとほぼ横ばいである。今後

も引き続き様々な機会で地域で

の結びつきを増やしていく必要

がある。 

目標値

修正し

て継続

地域の方に「声

かけ・話し相手」

ができる人の割

合 

24.8% 30.0% 23.6%

平成 27 年度よりも割合は下がっ

ている。今後も引き続き様々な機

会で地域との結びつきを増やし

ていくことが必要である。 

目標値

修正し

て継続

 

 

② 福祉関係団体（福祉団体・当事者団体・ボランティア団体）への支援 

項 目 
第３次現状 

（平成 27 年度） 

第３次目標 

（令和２年度）

第３次実績 

（令和２年度）
評価 

今後の

方針 

社協に所属する

福祉団体の名

称・活動内容を

知っている人の

割合（９団体の

平均値） 

10.5% 15.0% 9.7%

平成 27 年度よりも割合は下がっ

ている。今後も引き続き様々な機

会で活動を発信していくことが

求められる。 

目標値

修正し

て継続

福祉関係団体と

の福祉懇談会の

実施回数 

4 回 9 回

1 回

(公益事業

に対する

情報交換

会） 

地域共生社会を見据え、市民の福

祉に対する意識づけができる仕

組みが必要と考える。よって、福

祉関係団体ではなく、市民が主体

となって実施できる福祉懇談会

を開けるようにしていきたい。 

目標指

標を変

更して

継続 
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③ 災害時の支援体制の強化 

項 目 
第３次現状 

（平成 27 年度） 

第３次目標 

（令和２年度）

第３次実績 

（令和２年度）
評価 

今後の

方針 

災害ボランティ

アコーディネー

ター登録者数 

23 名 35 名 40 名

１年で５名の追加を想定する。本

コーディネーターは災害時に必

要な人材であるため今後も継続

して増加への取り組みを続けて

いく必要がある。 

目標値

修正し

て継続

災害時に一人で

避難できない人

のうち、一人で

いる時に災害が

発生した場合、

助けがいない人

の割合 

24.1% 10.0% 19.5%

災害時要支援者名簿の整備等に

より割合は低下しているが、目標

は達成できなかった。今後も行政

と地域が協力して孤立世帯を減

らす取り組みが必要である。 

目標値

修正し

て継続

 

 

 

（２）市⺠⼀人ひとりが積極的に地域福祉に参加するまちづくり  
① 支え合う心を育むための地域福祉教育の推進・支援 

項 目 
第３次現状 

（平成 27 年度） 

第３次目標 

（令和２年度）

第３次実績 

（令和２年度）
評価 

今後の

方針 

学校における地

域福祉教育実施

回数 

10 回 

（平成 26年度） 

20 回 5 回

令和２年度は新型コロナウイル

ス感染症の影響もあり実施回数

は少ない。第４次計画では目標項

目を「学校等」とし、市内９校に

限らず、幼稚園や保育園等、福祉

教育の実施場所を広く呼び掛け

ていきたい。令和元年度の実施回

数も６回と、第３次の計画目標に

届いていないため、目標値も見直

し、３年間で５回増としていきた

い。 

目標指

標を変

更して

継続 

福祉の出前講座

の開催回数 
0 回 10 回 2 回

一般企業を中心に、福祉教育の呼

びかけを進めていく。第３次の目

標が達成できていないため、再度

同じ目標値を設定して取り組ん

でいく。 

継続 

社協事業の「福

祉教育の推進」

を知っている人

の割合 

7.7% 12.0% 8.6%

実績は平成 27 年度よりも増加し

たが目標には届かなかった。今後

も引き続き様々な機会での情報

発信が求められる。 

継続 
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② 多くの市民の地域福祉活動への参加の促進 

項 目 
第３次現状 

（平成 27 年度） 

第３次目標 

（令和２年度）

第３次実績 

（令和２年度）
評価 

今後の

方針 

ボランティア相

談件数 

12 件 

（平成 26年度） 

30 件 5 件

令和２年度は新型コロナウイル

スの影響もあり少なかったが、平

成30年度の相談件数実績は26件

である。引き続き、福祉懇談会や

地域活動の取り組み、社協事業を

通じてボランティア活動のＰＲ

を進め、１年で５件増加すること

を目標としたい。 

目標値

修正し

て継続

ボランテ

ィア登録

者数・団

体数 

個
人 

63名 88 名 70 名
ボランティア相談件数を増加さ

せることに合わせ、登録者数も１

年で５名増加することを目標と

する。団体数は１年で１団体増加

を目標とする。 

目標値

修正し

て継続団
体

17団体 22 団体 25 団体

ボランティア活

動に参加したい

と思う人の割合

9.2% 12.0% 7.8%

平成 27 年度よりも割合が下がっ

ている。時間に余裕のある高齢者

が少なくなっている難しい状況

であるが、引き続き啓発が必要で

ある。 

目標値

修正し

て継続

 

 

③ 地域福祉を身近に感じるための啓発活動の推進 

項 目 
第３次現状 

（平成 27 年度） 

第３次目標 

（令和２年度）

第３次実績 

（令和２年度）
評価 

今後の

方針 

社協だより 

配置箇所数 

（公共施設・民

間商業施設な

ど） 

12 箇所 22 箇所 22 箇所

現在設置している部数を少なく

し、その分設置箇所を増やす。現

在は公共施設中心としているが、

特別会員の店舗やオフィスに設

置してもらえるよう声かけし、賛

同していただいたところに設置

していく。(１年に５ヶ所増を目

標とする。) 

目標値

修正し

て継続

地域の高齢者や

障がいのある方

への支援等の地

域福祉を推進す

る活動への参加

意向のある人の

割合 

11.0% 15.0% 7.4%

平成 27 年度よりも割合が下がっ

ている。時間に余裕のある高齢者

が少なくなっている難しい状況

であるが、引き続き啓発が必要で

ある。 

目標値

修正し

て継続
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（３）住み慣れた地域で健康でいきいきと暮らせるまちづくり  
① 困ったときに気軽に相談できる相談支援体制の強化 

項 目 
第３次現状 

（平成 27 年度） 

第３次目標 

（令和２年度）

第３次実績 

（令和２年度）
評価 

今後の

方針 

生活上で困った

り、福祉サービ

スが必要になっ

たりした時に家

族や親戚以外に

は誰にも相談し

ない人の割合 

6.4% 4.0% 6.5%

平成27年度とほぼ横ばいである。

包括的な相談支援などを通じて

相談環境を充実させ、家族や親戚

以外誰にも相談できない人を減

らす取り組みを継続していく必

要がある。 

継続 

 

 

② 誰もが健康でいきいきと暮らせる仕組みづくり 

項 目 
第３次現状 

（平成 27 年度） 

第３次目標 

（令和２年度）

第３次実績 

（令和２年度）
評価 

今後の

方針 

御前崎市を「子

どもがいきいき

と育つまち」と

思う人の割合 

13.5% 18.0% 14.8%

平成 27 年度より割合は高くなっ

たが目標には至らなかった。引き

続き子育て支援の施策が求めら

れており、毎年度調査している市

民意識調査でも同様の指標があ

るため、指標を変更したい。 

目標指

標を変

更して

継続 

御前崎市を「高

齢者が暮らしや

すいまち」と思

う人の割合 

8.2% 12.5% 9.1%

平成 27 年度より割合は高くなっ

たが目標には至らなかった。引き

続き高齢者支援の施策が求めら

れる。 

目標値

修正し

て継続
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４ アンケート調査結果などからみた課題 
（１）お互いに支え合い安心して暮らせるまちづくり  

① 市民が主役になる小地域福祉活動の推進・支援 

本市では、小地域福祉活動として、令和２年度では、誰でも気軽に立ち寄れる居場

所を８か所、高齢者サロンを23か所実施し、日常のちょっとした困りごとに対応でき

る生活支援サービスを全８地区で実施しています。引き続き、現在の活動の充実を図

ることが重要です。 

市民アンケート結果では、近所づきあいについて「顔が合えばあいさつ程度はする」

が31.6％と最も高く、次いで「たまに立ち話をする」、「気の合った人とは親しくして

いる」となっています。過去の調査と比較すると、「日頃から助け合っている」が年々

減少しており、地区により「日頃から助け合っている」の割合に差があり、地区によ

っては繋がりの希薄化が見受けられます。 

また、今後の地域福祉を推進する活動への参加意向について「参加したい」「どちら

かといえば参加したい」が42.7％で、年齢別では、年齢が高くなるにつれて“参加し

たい”が高くなる傾向となっています。 

地域福祉を推進するためには、市民が主体的に地域課題に関わることが必要不可欠

です。地域での支え合い、助け合いを進めていく上で、だれもが、地域の課題に関心

を持ち、主体的に参画し、解決につなげられることができるよう、身近な地域での活

動への参加を促進する取り組みが必要です。 

 

 

② 福祉関係団体（福祉団体・当事者団体・ボランティア団体）への支援 

本市では、平成30年度から「ささえあいサポーター事業」を開始し、日常生活上の

ちょっとした困りごとに対する地域住民同士の助け合い活動を推進しています。また、

福祉団体、当事者団体、ボランティア団体など多くの団体の活動が行われており、社

会福祉協議会と福祉関係団体による情報交換会を令和２年度に１回実施しました。 

地域福祉活動において、社会福祉協議会やボランティア団体をはじめとする福祉関

係団体は非常に重要な役割を担っています。活動を継続できるような支援をするとと

もに、誰もが気軽に参加できるようなボランティア活動の情報発信が求められます。

また、情報共有のための各団体や事業者間のネットワークづくりも必要です。 

市民アンケート結果では、民生委員・児童委員の認知度が69.2％となっていますが、

平成27年度の74.1％に比べ低くなっています。民生委員・児童委員は、地域福祉に

欠かせない存在であり、認知度を高めていくことが重要です。 
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③ 災害時の支援体制の強化 

市民アンケート結果では、災害等の緊急時の場合に一人で避難できるかについては、

「避難できない」が4.8％、「わからない」が11.8％となっています。また、災害時に

避難支援の必要な人の情報共有については、「平常時から隣近所で共有しておくことが

必要である」が47.0％、「災害時にすぐに住民に提供できるよう、平常時から自治会

（自主防災組織）が把握しておくことが必要である」が30.2％となっています。さら

に、地域における災害時の備えとして大切なことについては、「危険個所の把握」が

65.6％、「地域での避難訓練」が59.6％、「日頃からのあいさつ、声かけやつきあい」

が47.3％となっています。 

本市では、大規模な災害が発生した時に、社会福祉協議会が設置する災害ボランテ

ィア本部において、被災者とボランティアのパイプの役割となる災害ボランティアコ

ーディネーターの養成を行っており、令和２年度では登録者数が40人と平成27年度

に比べ17人増加しています。 

近年、地震や異常気象などの自然災害の発生による被害拡大が懸念される中で、誰

もが安全に安心して暮らせる地域づくりが重要です。避難訓練や地域のつながりの重

要性を市民の半数以上が感じていることから、防災訓練など、地域での防災活動を周

知するとともに、高齢者や障害のある人、若者など、地域で暮らすより多くの地域住

民の参加を促進し、つながりを深め、平常時から災害時の備えをしていくことが大切

です。また、新型コロナウイルス感染症が拡大しており、避難所の開設時等における

対策が必要です。 

 

 

（２）市⺠⼀人ひとりが積極的に地域福祉に参加するまちづくり  
① 支え合う心を育むための地域福祉教育の推進・支援 

本市では、学校等における地域福祉教育や福祉に関する出前講座を実施しています。

令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により、学校等における地域福祉教育

の実施回数が減少したものの、引き続き、学校や幼稚園、保育園、こども園や、企業

等への福祉教育を引き続き実施してくことが重要です。 

市民アンケート結果では、地域の福祉活動を進めるために必要なこととして、「学校

や社会における福祉教育を充実する」が38.0％と最も高くなっており、福祉教育につ

いて大切だと思うことは、「地域の活動などを通じて学ぶ」が27.9％、次いで「学校

教育の中で学ぶ」「生活していく中で自然に身に付ける」となっています。 

地域の活動などから実際に体験することは福祉教育そのものであり、27.9％の市民

が地域の活動による福祉教育を大切だと考えており、地域福祉に関する体験学習の機

会づくりや学校教育での福祉教育の充実を図ることが必要です。 
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② 多くの市民の地域福祉活動への参加の促進 

本市のボランティア登録者数・団体数は、令和２年度で、個人が70人、団体が25

団体と毎年増加傾向となっており、市民にとってボランティア活動がより身近になっ

てきていることが考えられます。しかし、ボランティア団体においては、近年は所属

団体の会員の高齢化により、ボランティア連絡会の休会及び退会する団体が出始めて

きています。 

市民アンケート結果では、ボランティア活動への参加状況については、「参加してい

る」が15.9％、「過去に参加したことがある」が28.2％となっています。また、現在

ボランティア活動に参加していない理由、参加したことがない理由については、とも

に「時間がないから」が最も高くなっており、次いで「機会がないから」の順となっ

ています。ボランティア活動への参加意向については、「参加したい」「できれば参加

したい」合わせて45.1％となっています。ボランティア相談については、減少傾向と

なっており、ボランティア活動に関する情報提供や機会の充実を図る必要があります。

このため、市や社会福祉協議会、ボランティア同士の連携を図り、効果的な活動がで

きるような仕組みづくりが重要です。 

 

 

③ 地域福祉を身近に感じるための啓発活動の推進 

本市では、地域福祉等に関する情報を広報誌やホームページ、各種リーフレット等

を通じて、情報発信を行っています。市の公式ＳＮＳ（ＬＩＮＥ）登録者数は、令和

２年度で1,500人余りとなっており、班外の世帯や子育て世代などを含めた情報発信

ツールとして活用されています。 

市民アンケート結果では、地域の福祉活動を進めるために必要なこととして、「福祉

に関する情報や活動内容などをもっとＰＲする」が32.0%となっています。また、社

協だよりを、公共施設を中心に設置していますが、御前崎市社会福祉協議会の認知度

は、「知っている」が65.8％となっているものの、御前崎市社会福祉協議会の事業に

ついては、認知度が低い事業もあります。 

地域の福祉活動を進めるために必要なこととして、福祉や活動内容に関する情報提

供が求められており、社会福祉協議会における事業も含め、市民が地域福祉に関心が

持てるよう、情報提供の充実を図る必要があります。 
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（３）住み慣れた地域で健康でいきいきと暮らせるまちづくり  
① 困ったときに気軽に相談できる相談支援体制の強化 

本市では、社会福祉協議会において、世代を問わない包括的な相談窓口として「福

祉総合相談」を開設しています。市では「地域包括支援センター」を2か所、「地域子

育て支援センター」を1か所開設するなど相談窓口の充実を図っています。 

市民アンケート結果では、相談相手については、「市の相談窓口」が56.2％と最も

高く、次いで「友人や知人」、「福祉施設の窓口」となっています。また、健康や福祉

を増進するための取り組みについては、年齢が高くなるにつれて「どんな困りごとで

も相談できる窓口の充実」の割合が高くなっています。 

支援を必要とする人の中には、8050問題やダブルケアなど複数の問題を抱えてい

る場合もあり、多様化・複雑化する福祉課題に対応するため、引き続き、関係する機

関等が連携し、相談支援体制の強化を図ることが重要です。 

成年後見制度については、市民アンケート結果では、成年後見制度の名前も制度の

内容も知っている人の割合が21.4％となっており、成年後見制度の利用促進や、権利

擁護をより一層充実していくことが求められています。 

 

 

② 誰もが健康でいきいきと暮らせる仕組みづくり 

本市では、「地域子育て支援センター」における相談、放課後児童クラブ、ファミリ

ー・サポート・センター、ひとり親家庭支援など、子育て支援の充実を図っています。

また、地域包括支援センターでの相談、高齢者いきがい教室（いきがいクラブ）、いき

いきふれあいサロンの開催、生活支援コーディネーター事業などを実施するなど、高

齢福祉の充実を図っているほか、障害者相談支援事業や障がい理解への啓発事業や障

がい者（児）の余暇活動支援などの障がい福祉の充実を図っています。 

市民アンケート結果では、健康や福祉を増進するために力を入れて取り組むべきこ

とについては、「高齢者や障がいのある方が安心して暮らせる在宅福祉の充実」が

52.3％と最も高く、次いで「医療サービスの充実」、「子育てが安心してできる子育て

支援サービスの充実」となっており、在宅福祉、医療、子育て支援等が求められてい

ます。 

また、福祉サービスを安心して利用できる環境をつくるために必要なこととして、

「福祉サービスの種類や内容、利用料などの情報」が83.0％と最も高く、次いで「相

談できる場所や相談員の情報」、「福祉サービスを提供する事業者の情報」などが求め

られており、ニーズに応じた福祉サービスや情報を必要とする市民に届くようにして

いく必要があります。 
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第３章    計画の基本的な考え方 

 
 

１ 計画の基本理念 
本市の市政運営の基本となる第２次御前崎市総合計画においては、「子どもたちの夢

と希望があふれるまち御前崎」をめざす将来像として揚げています。 

本計画では、総合計画の目指すべき姿を踏まえるとともに、平成 28 年度（2016

年度）に策定した「御前崎市第３次地域福祉計画・第３次地域福祉活動計画」の「お

互いに支え合い「みんながしあわせ」と感じる地域（まち）」という視点を引き継ぎ、

基本理念を定めます。 

地域福祉をめぐる状況は少子高齢化の進展やライフスタイルの多様化等を背景に、

様々な分野の課題が絡み合い複雑化しています。これらの課題の解決にむけて、地域

福祉推進の主役である市民が、自らが暮らす地域の問題を我が事と捉え、主体的に地

域福祉活動に参画するとともに、地域活動団体、ボランティア団体、社会福祉協議会

などと行政が連携を図りながら、生活課題を解決できる体制を構築することが必要と

なります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

お互いに支え合い 

「みんながしあわせ」と感じる地域（まち） 

基 本 理 念 
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２ ＳＤＧｓを踏まえた施策の推進 
ＳＤＧｓは、全ての関係者の役割を重視し、「誰一人取り残さない」持続可能で多様

性と包摂性のある社会の実現を目指して、経済・社会・環境を巡る広範囲な課題に統

合的に取り組むものであり、17 の目標と、目標を達成するための 169 のターゲット

（具体目標）を掲げています。 

持続可能なまちづくりや地域活性化に向けて取り組みを推進するにあたり、ＳＤＧ

ｓの理念を取り入れることで、政策全体の最適化や課題解決の加速化といった相乗効

果が期待でき、地方創生の取り組みの一層の充実・進化につなげることができます。 

本計画においても、ＳＤＧｓの趣旨を踏まえながら、各施策に取り組んでいきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※「ＳＤＧｓ（エスディージーズ）」とは、「Sustainable Development Goals（持

続可能な開発目標）」の略称です。2015 年９月に国連で開かれたサミットの中で

決められた、国際社会共通の目標です。 

＜本計画に関連する項目＞ 
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３ 計画の基本目標 
地域共生社会および基本理念の実現に向けて、本市の地域福祉を進める上での課題、

計画を進める上での仕組みを踏まえ、以下の３つを基本目標とします。 

基本目標１ お互いに支え合い安心して暮らせるまちづくり 

すべての人が、自分が暮らす身近な地域で起きている問題に関心を持ち、自ら参画

し、地域における多世代の人との交流、議論を通じて解決につなげられる場の充実に

努めます。 

また、だれもが、地域でいつまでも安心して暮らせるよう、日頃から地域の助け合

いの中で防災・減災や防犯に取り組むことで緊急時に備えるとともに、安全安心に暮

らせる地域を目指します。 

 

基本目標２ 市⺠⼀人ひとりが積極的に地域福祉に参加するまちづくり 

市民が住み慣れた地域で暮らし続けるために、地域における多様な地域福祉の担い

手の連携を強化し、地域住民による支え合い活動を促進するとともに、地域課題を地

域の住民が共に理解し合い、意識の共有を図ることができるよう、地域福祉の意識の

醸成を図ります。 

また、市民や地域の団体などの地域資源を最大限活用して、見守り・助け合いの活

動を促進し、お互いに支え合う地域を目指します。 

 

基本目標３ 住み慣れた地域で健康でいきいきと暮らせるまちづくり 

子どもから高齢者まで誰もが抱える生活の問題について気軽に相談でき、その人の

問題に応じた支援につながり、解決できるような仕組みづくりを行います。 

また、地域の支援者や相談機関、行政内の連携を図り、相談体制を構築し、生活困

窮者、ひきこもり、ダブルケア、子どもの貧困等生活に困難を抱える人への支援を行

います。 

さらに、一人ひとりの権利が守られるよう、成年後見制度の利用促進を図るなど、

福祉サービスを必要とする人の権利擁護に努めます。 

そして、だれもが、地域でいつまでもいきいきと暮らし、地域の中で様々な活動を

することができるよう、ライフステージや個人の心身の状態に合わせた健康づくりや

生きがい活動に取り組み、いつまでも健康でいきいきと暮らせる地域を目指します。 
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４ 施策の体系 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）地域福祉を身近に感じる
ための啓発活動の推進 
(71 ページ) 

［ 基本理念 ］ ［ 施策の方向性 ］ ［ 基本目標 ］ 

（１）市民が主役になる小地域
福祉活動の推進・支援 
(50 ページ) 

３ 住み慣れた 
地域で健康
でいきいき
と暮らせる
まちづくり 

（２）福祉関係団体（福祉団
体・当事者団体・ボラ
ンティア団体）への支
援(55 ページ) 

（３）災害時等の支援や防犯
体制の強化(59 ページ)

（１）支え合う心を育むための
地域福祉教育の推進・支
援(63 ページ) 

（２）多くの市民の地域福祉活
動への参加の促進 
(67 ページ) 

（１）困ったときに気軽に相談
できる包括的な相談支援
体制の充実(75 ページ) 

（２）誰もが健康でいきいきと
暮らせる仕組みづくり 
(81 ページ) 

１ お互いに支え
合い安心して
暮らせるまち
づくり 

２ 市民一人ひと
りが積極的に
地 域 福 祉 に 
参加するまち 
づくり 

お
互
い
に
支
え
合
い
「
み
ん
な
が
し
あ
わ
せ
」
と
感
じ
る
地
域
（
ま
ち
） 

①身近な地域での交流活
動の推進 

②市社協の基盤強化及び
支部社協活動の充実 

③住民ニーズの把握・対
応の充実 

①地域における支え合い
の仕組みの充実 

②福祉関係団体の抱える
課題の把握及び支援 

③福祉関係団体と市民・
学校・福祉施設などと
の連携・協働の支援 

①防災・防犯活動への支援

②災害ボランティア本部
の体制強化 

①地域における学び場づ
くり 

②地域や学校での地域福
祉教育の充実 

①ボランティア活動・市民
活動への支援 

②ボランティア活動・市民
活動への参加のきっか
けづくり 

①福祉講座・福祉啓発事業
の充実 

②地域福祉に関する情報
発信の充実 

①市民にわかりやすく、
気軽に相談できる窓口
の充実 

②関係機関同士の連携を
深める体制の強化 

③生活困窮世帯の支援体
制の充実 

④権利擁護の推進 

①自立を支える福祉サー
ビスの充実 

②誰もが暮らしやすい環
境づくり 

［ 取り組みの方向性 ］ 
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第４章    施策の展開 

 
 

第４章については、現状や課題を踏まえ、

基本目標に基づいた施策の方向性ごとに、

施策の方向性の内容、関連する「SDGｓ」

の項目、「計画指標」、「市民一人ひとり・地

域みんなの取り組み」、「民間事業者(福祉

サービス事業者・企業・商店等)の取り組

み」、「重点事業」を記載しています。 

「市の取り組み」、「社会福祉協議会の取

り組み」については、内容を掘り下げて記

載するため、施策の方向性ごとに取り組み

の方向性を記載し、「主な事業」を記載して

います。 

  

施策の方向性の
内容を記載 

関連する「SDGs」
の項目を記載

施策の方向性ごとの
「計画指標」を記載 

市⺠や地域で取り組んで
いただきたいこととして
「市⺠⼀⼈ひとり・地域
みんなの取り組み」を記
載

事業者等で取り組んでい
ただきたいこととして
「⺠間事業者(福祉サービ
ス事業者・企業・商店等)
の取り組み」を記載 

施策の方向性ごとに市と
社会福祉協議会の「重点
事業」として、事業内容
や年次計画を記載

施策の方向性ごとに市と
社会福祉協議会の取り組
みの方向性を記載

取り組みの方向性ごとに
市と社会福祉協議会の取
り組みや主な事業を記載

主な事業の内、◎につ
いては、重点事業とし
て年次計画等を前掲

(図) 記載内容の説明
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基本目標１ お互いに支え合い安心して暮らせるまちづくり 
施策の方向性（１）市⺠が主役になる⼩地域福祉活動の推進・支援  

地域福祉を推進するために、市民一人ひとりが持つ多様な能力を活かし、積極的に

課題の解決に関わることができる小地域福祉活動の機会や場を提供し、より多くの人

の参加を促します。また、お互いの顔が見える関係を構築し、あいさつを交わせる近

所づきあいや声かけ、見守り活動などを通じて、支援を必要とする人が安心して暮ら

せる地域を目指します。 

 
 

 

 

 

 
 

項目 
現状 

(令和２年度) 

中間 

（令和６年度）

目標 

（令和８年度） 
根拠資料 

御前崎市を「困った時に
隣近所で助け合えるま
ち」と思う人の割合 

9.9％ 11.5％ 13.0％ 
地域福祉に関す
るアンケート 

地域の方に「声かけ・話し
相手」ができる人の割合 

23.6％ 25.0％ 27.0％ 
地域福祉に関す
るアンケート 

地域の絆や支え合いの仕
組みが形成されていると
思う人の割合 

8.8％ 11.0％ 13.0％ 市民意識調査 

 
 

○ 市民一人ひとりが地域で役割を担うことができることを理解し、できる形で小

地域福祉活動に取り組みましょう。 

○ 隣近所とのつながりを大切にし、顔が見える関係を築きましょう。 

○ 困った時にお互いが支え合うことができるように、話し合いの機会をつくるな

ど、情報交換を積極的に行いましょう。 

○ 各種講座や地域の行事に積極的に参加しましょう。 

 
  

計画指標 

市民一人ひとり・地域みんなの取り組み 

ＳＤＧｓ 
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○ 見守り活動や居場所づくり、サロン活動などの小地域福祉活動を充実させるた

めに、地域の住民と協働しましょう。 

○ 勤労者の地域参加を促すために、地域が行う小地域福祉活動に積極的に参加す

るように職場内で啓発しましょう。 

 

 

 
 

高齢者等見守りネットワーク事業（高齢者支援課） 

事業概要 

地域の高齢者を見守るため、市民、団体、事業所等による日常生活や業務の中での見守り

と徘徊等により行方不明となった人の早期発見など相互に連携する見守り体制を推進し

ていきます。 

年次計画 

(協力事業

所数） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

90 事業所 93 事業所 96 事業所 99 事業所 102 事業所 105 事業所

 
サポート隊事業の推進（社会教育課） 

事業概要 
地域で子どもたちを守り育てる運動の一環として、サポート隊員によって主に登下校時の

見守りと声かけを地域全体で行います。 

年次計画 

(登録者数）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

1,050 人 1,060 人 1,070 人 1,080 人 1,090 人 1,100 人

 
ささえあいサポーター事業（市社協） 

事業概要 
登録制の市民同士の助け合い活動で、日常生活上のちょっとした困りごとをお手伝いする

有償ボランティア活動です。 

年次計画 
（登録利用 

者数） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

80 人 90 人 100 人 110 人 120 人 130 人 

 
自主財源の検討（市社協） 

事業概要 
市社協の活動を持続していくため、現状の活動の充実を図るとともに、市社協独自の取り

組みで財源が確保できるよう検討します。 

年次計画 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

事業検討 事業試行 事業評価 事業実施   

 
福祉懇談会の開催（市社協） 

事業概要 市民と一緒になって地域の課題や解決策を話し合います。 

年次計画 
（実施回数）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

各地区で 
1 回以上 

     

  

重点事業 

民間事業者(福祉サービス事業者・企業・商店等)の取り組み 
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① ⾝近な地域での交流活動の推進 

 

○ 隣近所で声をかけ合い、見守り合えるように啓発や支援を行います。 

○ 地域において、市民が主体となった地域福祉活動が行うことができるように支

援を行います。 

○ 市民の地域福祉に対する関心を高めるための講座や学習会等を開催します。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎高齢者等見守りネットワーク事業の推進 

◎子どもたちに対する見守り活動の推進（サポート隊・青少年声掛け運動） 

・スクラムグッドマナー運動の推進 

・災害時避難行動要支援者名簿の更新 

・地域福祉に関する各種講演会の開催 

 
 
 
 

○ 「困ったときはお互い様」の気持ちを育み、日常のちょっとした困りごとを地

域で支え合うことができる関係を充実させていきます。 

○ 居場所や高齢者サロンなどの活動を市民と一緒に充実させ、また、各々の課題

にも向き合いながら、誰でも気軽に立ち寄れる場所にしていきます。 

○ 顔と顔が見える範囲である小地域において、隣近所の困りごとを自分や地域の

困りごとと考え、市民と一緒に課題解決に取り組みます。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎ささえあいサポーター事業 

・小地域福祉活動助成事業 

 
 
  

市の取り組み 

社会福祉協議会の取り組み 
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② 市社協の基盤強化及び支部社協活動の充実 

 

○ 社会福祉法人として自主的な活動を行うことができるように、市社協に必要な

支援を行います。 

 
【 主な事業 】 

・市社協に対する運営補助 

・社会福祉法人指導監査事業 

 
 
 
 

○ 市社協の活動を今後も持続していくため、自主的に財源が確保できる取り組み

について検討します。 

○ 地域における小地域福祉活動を推進するため、各支部社協の事業を支援します。 

○ 市社協の役割や実施内容を周知し、賛助会員を募ります。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎自主財源の検討 

・支部社協事業の推進 

・市社協一般会員、市社協特別会員の募集 

 
  

市の取り組み 

社会福祉協議会の取り組み 
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③ 住⺠ニーズの把握・対応の充実 

 

○ 小地域福祉活動を推進するため、福祉・保健・医療の連携やサービス提供者・

サービス利用者双方の意見を聴取します。 

 
【 主な事業 】 

・包括ケア会議の開催 

・会議への多職種・利害関係者の参加の推進 

・地域福祉に関するアンケートの実施 

 
 
 
 

○ 市民の生の声を聴くことができる福祉懇談会の開催を進めます。 

○ 市社協職員が地域活動などに参加し、市民との交流を通じて地域が抱える困り

ごとを把握します。 

○ 地域で把握した困りごとを評価・分析し、解決に向けた取り組みを進めます。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎福祉懇談会の開催 

・支部社協事業など、地域活動への市社協職員の参加 

 

  

市の取り組み 

社会福祉協議会の取り組み 
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施策の方向性（２）福祉関係団体（福祉団体・当事者団体・ 
ボランティア団体）への支援  

地域福祉を推進する上で、重要な役割を果たす福祉団体・当事者団体・ボランティ

ア団体の活動を支援します。また、市社協や民生委員・児童委員の活動を支援し、地

域活動の活性化を図ります。 

 
 

 

 

 

 
 

項目 
現状 

(令和２年度) 

中間 

（令和６年度）

目標 

（令和８年度） 
根拠資料 

市社協に所属する福祉団
体の名称・活動内容を知
っている人の割合（9団体
の平均値） 

9.7％ 11.5％ 14％ 
地域福祉に関す
るアンケート 

市民による福祉懇談会の
実施回数 

1回

(公益事業に対す
る情報交換会）

1回 3回 実績値 

民生委員・児童委員の認
知度 

69.2％ 75.0％ 80.0％ 
地域福祉に関す
るアンケート 

 
 
 

○ 福祉関係団体の活動内容について理解し、団体の活動に積極的に参加・協力し

ましょう。 

○ 新たな組織や団体を受け入れ、既存の組織や団体と連携・協力しましょう。 

○ 地域の組織と福祉関係団体が横のつながりが持てるように、情報交換や交流の

場をつくりましょう。 

○ 地域の民生委員・児童委員の活動を理解し、協力しましょう。 

 
 

○ 福祉関係団体と連携を図り、事業所の活動に活かしましょう。 

○ 商店、企業、事業所などでも行うことができるボランティア活動を見つけ、積

極的に参加しましょう。 

 
  

計画指標 

ＳＤＧｓ 

市民一人ひとり・地域みんなの取り組み 

民間事業者(福祉サービス事業者・企業・商店等)の取り組み 
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小中学校への認知症サポーター養成講座の開催（高齢者支援課） 

事業概要 
認知症に関する正しい知識と理解を持って、認知症の人やその家族を手助けする「認知症

キッズサポーター」を養成します。 

年次計画 

（受講人数）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

540 人 510 人 520 人 510 人 490 人 510 人 

 
ささえあいサポーター事業（市社協）※再掲 

事業概要 
地域共生社会の実現を目指すため、各地域が主体となってささえあいサポーター事業が実

施できる仕組みを検討します。 

年次計画 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

あり方の検討 
モデル地区の

検討 

モデル地区で
試行 

モデル地区の
評価 

モデル地区で
の導入 

他地区への
展開検討 

 
社会福祉法人等による公益事業に向けての情報交換会（市社協） 

事業概要 関係団体のつながりを強めながら、公益的な取り組みの実現に向け意見交換します。 

年次計画 
（年間 

開催数） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

1 回 1 回 1 回 ２回 ２回 2 回 

 
関係機関とのネットワークづくり（市社協） 

事業概要 
各機関の間を結び、１つの団体や施設では解決することが困難な課題について議論できる

場をつくります。 

年次計画 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

事業検討 事業試行 事業評価 事業実施   

 
 
 

① 地域における支え合いの仕組みの充実 
 

○ 市民に支え合いの仕組みを啓発するため、情報発信や広報活動を行います。 

 
【 主な事業 】 

・支え合い事業に関する情報発信 

・スクラムグッドマナー運動の推進（再掲） 

 

 
  

重点事業 

市の取り組み 



 
57 

 
 

○ 市民が抱える困りごとに応じて、誰もが「支え手」にも「支えられ手」にもな

れるように、支え合いの仕組みづくりを進めます。 

○ 近所の住民同士による支え合いをより活発にするため、各地域が主体的に「さ

さえあいサポーター事業」を運営できる仕組みづくりを検討します。 

○ 地域活動団体間の交流・連携を促進します。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎ささえあいサポーター事業（再掲） 

・福祉関係団体への協力支援 

 
 
 
 
 

② 福祉関係団体の抱える課題の把握及び支援 
 

○ 小地域福祉活動の展開を推進するため、福祉・保健・医療の連携やサービス提

供者・サービス利用者双方の意見を聴取します。 

 
【 主な事業 】 

・包括ケア会議の開催（再掲） 

・会議への多職種・利害関係者の参加の推進（再掲） 

 
 
 
 

○ 地域共生社会の実現を目指すために、市内全域にいる様々な機関と横のつなが

りをつくります。 

〇 市内の福祉関係団体が持つ目的が達成できるように協力・支援します。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎社会福祉法人等による公益事業に向けての情報交換会の開催 

・福祉関係団体への協力支援 

 
  

市の取り組み 

社会福祉協議会の取り組み 

社会福祉協議会の取り組み 
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③ 福祉関係団体と市⺠・学校・福祉施設などとの連携・協働の支援 

 

○ 地域で活動している福祉関係団体と市民・学校・福祉施設などとの連携・協働

の支援をします。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎小中学校への認知症サポーター養成講座の開催 

・小中学校と福祉関係者の懇談会の開催 

・子どもたちに対する見守り活動の推進（サポート隊・青少年声掛け運動） 

（再掲） 

 
 
 
 

○ 市内にある複合的で困難な課題に対して、関係機関で情報共有し、解決に向け

た取り組みができるように関係を強化します。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎関係機関とのネットワークづくり 

・地域福祉教育担当者連絡会 

  

市の取り組み 

社会福祉協議会の取り組み 
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施策の方向性（３）災害時等の支援や防犯体制の強化  

災害時における要支援者への対応を迅速に行うため、避難行動要支援者の把握と登

録を促すとともに、避難行動要支援者が支援者の協力を得て、速やかに避難できる体

制を構築します。 

また、災害時に、復興支援のためのボランティア活動が効果的・効率的に展開でき

るように、災害ボランティア本部の体制強化を図ります。 

 
 

 

 

 

 
 

項目 
現状 

(令和２年度) 

中間 

（令和６年度）

目標 

（令和８年度） 
根拠資料 

災害ボランティアコーデ
ィネーター登録者数 

40人 60人 70人 実績値 

災害時に一人で避難でき
ない人のうち、一人でい
る時に災害が発生した場
合、助けがいない人の割
合 

19.5％ 17.0％ 15.0％ 
地域福祉に関す
るアンケート 

 
 

○ 日頃から“自分の身は自分で、自分たちの地域は自分たちで守る”という意識

を持ち、災害や犯罪から自分や家族を守るために何が必要かを家族と話し合っ

ておきましょう。 

○ 災害時の避難に支援が必要な人は、避難行動要支援者名簿に登録しましょう。 

○ あらかじめ地域の中で災害時の支援者を決めるなど、協力体制を整備しましょう。 

○ 地域の防災訓練へ積極的に参加しましょう。 

○ 緊急時でも地域で助け合えるように、日頃から隣近所で声をかけ合う習慣をつ

けましょう。 

○ 町内会や民生委員・児童委員が協力して、災害時に特別な配慮が必要な人の把

握に努めるとともに、個人情報の管理を徹底しましょう。 

○ 災害時に備えて、避難先や地域内の危険箇所などを把握しておきましょう。 

○ 自主防災組織において災害ボランティア本部について理解を深め、ボランティ

ア受付担当者を決めましょう。 

  

計画指標 

ＳＤＧｓ 

市民一人ひとり・地域みんなの取り組み 
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○ 地域で開催する防災訓練に積極的に参加しましょう。 

○ 事前に各事業所で家具の転倒防止や落下防止策などを行うとともに、食糧や水

などを備蓄しましょう。 

○ 防災の知識普及のため、高齢者や障がいのある人、若者が参加できる防災訓練

のあり方を検討しましょう。 

○ 災害、感染症などが発生した際も、最低限のサービス提供をしていくために、

「事業継続計画（ＢＣＰ）」の策定に積極的に取り組みましょう。 

○ 地域住民と連携し、災害発生時の避難誘導や被災者の受け入れなどに努めまし

ょう。 

○ 防災協定を締結し、災害時の支援に協力しましょう。 

○ 福祉避難所の指定基準を満たしている事業所は、福祉避難所の指定を検討しま

しょう。 

 

 

 
 

災害時避難行動要支援者名簿の更新（福祉課） 

事業概要 
災害時に避難支援が必要となる人を支援するため、地域の関係者と連携して名簿の更新を

行い掲載情報の充実を図ります。 

年次計画 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

名簿掲載 
項目の充実 

要支援者の
登録支援 

    

 
市社協災害対策本部の設置（市社協） 

事業概要 
大規模災害発生時に、迅速に市災害対策本部との連携や要支援者の安否確認ができる体制

をつくります。 

年次計画 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

設置検討 訓練実施     

 
災害ボランティアコーディネーター養成講座（市社協） 

事業概要 
災害ボランティア本部の運営ができるボランティアを要請し、発災後の復興支援に貢献し

ます。 

年次計画 
（コーディ

ネーター

数） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

45 人 50 人 55 人 60 人 65 人 70 人 

 
  

重点事業 

民間事業者(福祉サービス事業者・企業・商店等)の取り組み 
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① 防災・防犯活動への支援 

 

○ 個人情報の取扱いに配慮し、避難行動要支援者名簿を作成し、災害時に有効活

用できるように随時更新します。 

○ 災害時の福祉避難所の開設に備えるため、平常時から対象者数の把握、物資や

機材の確保などに努めます。 

○ 福祉避難所に避難行動要支援者が安心して避難できるように、女性や要支援者

の視点に立って機能強化に努めます。 

○ 原子力発電所の万一の事故に備え、避難行動要支援者が安心して避難できるよ

うに移動手段の確保や放射線防護施設の充実に努めます。 

○ 地域住民が犯罪に巻き込まれないように、関係機関と連携して消費者保護や犯

罪情報の情報発信などの防犯啓発に努めます。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎災害時避難行動要支援者名簿の更新（再掲） 

・福祉避難所の充実 

・原子力災害避難体制の充実 

・防犯メールの発信 

 
 
 
 

○ 災害時、迅速に災害ボランティア本部を立ち上げることができる体制を整えま

す。 

○ 要支援者の安否確認や要支援者が安全な場所へ避難できるように、地域との連

携強化を図ります。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎市社協災害対策本部の設置 

・災害ボランティア本部立上げ訓練 

 

 
 
  

市の取り組み 

社会福祉協議会の取り組み 
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② 災害ボランティア本部の体制強化 

 

○ 市社協の災害対策本部や災害ボランティア本部と連携し、必要な情報を共有し

ます。 

 
【 主な事業 】 

・市社協の災害対策本部や災害ボランティア本部との連携体制の強化 

 
 
 
 

○ 災害ボランティア本部の運営を支援できるボランティアを養成します。 

○ 訓練を通じ、災害ボランティア本部の運営強化を行うとともに、平時から地域

住民に対する防災・減災の啓発活動に努めます。 

○ 総合防災訓練及び地域防災訓練などを通じて、市や地域との連携強化を図りま

す。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎災害ボランティアコーディネーター養成講座 

・市社協災害対策本部の設置（再掲） 

・災害ボランティア本部立上げ訓練（再掲） 

・総合防災訓練及び地域防災訓練などへの参加 

 
 
  

市の取り組み 

社会福祉協議会の取り組み 
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基本目標２ 市⺠⼀人ひとりが積極的に地域福祉に 
参加するまちづくり 

施策の方向性（１）支え合う心を育むための地域福祉教育の 
推進・支援 

思いやりの心・やさしい心を持つことができるように、地域の人々と関わりながら

学ぶ、生活に結びつく福祉教育を推進します。また、地域での支え合い・助け合いの

意識を育むため、福祉に関する講座の開催などを通じて、子ども、大人にかかわらず、

地域福祉教育の機会を充実します。 

 
 

 

 

 

 
 

項目 
現状 

(令和２年度) 

中間 

（令和６年度）

目標 

（令和８年度） 
根拠資料 

学校等における地域福祉
教育実施回数 

5回 10回 15回 実績値 

社協事業の福祉出前講座
の開催回数 

2回 5回 10回 実績値 

社協事業の「福祉教育の
推進」を知っている人の
割合 

8.6％ 10.0％ 12.0％ 
地域福祉に関す
るアンケート 

 
 
 

○ 家庭でも福祉について考え、家族で話し合う機会を増やしましょう。 

○ 一人ひとりが地域の一員であるという意識を持ち、地域の課題を「我が事」と

して考えましょう。 

○ 積極的に福祉学習の機会に参加しましょう。 

○ 日頃から地域の行事などに積極的に参加し、世代間の交流を通じてお互いの理

解を深めましょう。 

○ 地域において、福祉教育に関する勉強会や研修会などを開催し、福祉学習の機

会をつくりましょう。 

 
  

計画指標 

ＳＤＧｓ 

市民一人ひとり・地域みんなの取り組み 
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○ 福祉施設を地域へ開放し、ボランティアや体験学習の場を提供しましょう。 

○ 学校、市社協などと協力して、福祉への興味・関心を持ってもらう機会をつく

りましょう。 

 

 

 
 

中学生や高校生に対するデートDV講座の開催（福祉課） 

事業概要 
将来暴力の加害者や被害者にならないよう、人を思いやる心を培うため、デート DV につ

いての研修を行います。 

年次計画 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

対象を高校
生まで拡充
して実施 

研修実施 
・評価 

 
研修実施 
・見直し 

  

 
地域福祉教育出前講座（市社協） 

事業概要 地域の様々な場所で福祉に関する学習ができる場を提供します。 

年次計画 
（開催回数）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

2 回 3 回 4 回 5 回 8 回 10 回 

 
地域福祉教育の実施（市社協） 

事業概要 
若い世代に対する福祉教育の学習機会を増やすことを目的に、学習内容の検討や各機関へ

協力の呼びかけができるように検討・実施します。 

年次計画 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

事業検討 事業実施 事業評価 事業改善   

 
 
  

重点事業 

民間事業者(福祉サービス事業者・企業・商店等)の取り組み 
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① 地域における学び場づくり 

 

○ 子どもたちが地域で福祉について学ぶことができるよう、職場体験授業などを

開催します。 

○ 子育てに前向きに取り組めるよう、地域子育て支援センターで必要な支援を行

います。 

 
【 主な事業 】 

・職場体験授業の開催 

・生涯学習講座などをまとめたガイドブックの発行 

・家庭教育支援の場「だれでも食堂もぐもぐ」「遊び塾」の開催 

・地域子育て支援センターの運営 

 
 
 
 

○ 市民が福祉について学ぶことができる機会をつくります。 

○ 中学生・高校生が福祉の大切さを学ぶことができるようにボランティア活動の

機会をつくります。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎地域福祉教育出前講座 

・中学生・高校生夏休みボランティア体験活動 

 
  

市の取り組み 

社会福祉協議会の取り組み 
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② 地域や学校での地域福祉教育の充実 

 

○ 命の大切さ、自分や他者を思いやる心を育むため、関係機関と連携を図りなが

ら、年齢に合わせた福祉教育を推進し、福祉に対する意識の向上を図ります。 

○ 子どもたちに対する福祉教育を推進するため、市社協や福祉関係団体・各事業

者の協力を得て、学習機会を提供します。 

○ 人権意識を高揚させ、あらゆる人権問題の正しい理解と認識を深めるため、様々

な機会を通じて人権意識の普及、啓発に努めます。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎中学生や高校生に対するデート DV 講座の開催 

・幼児や小学生に対する人権教室の開催 

・各学校での福祉体験授業の開催 

・人権講演会の開催 

・小中学校への認知症サポーター養成講座の開催（再掲） 

 
 
 
 

○ 未就学児を含めた若い世代に対して、福祉の大切さを学ぶことができる場づく

りを検討します。 

○ 児童・生徒が、学校で福祉について学ぶことができるように福祉教育の実施を

支援します。 

○ 企業や施設が事業の一環として福祉について学ぶことができる機会をつくりま

す。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎地域福祉教育の展開 

・地域福祉教育出前講座（再掲） 

・地域福祉教育指定校事業 

・中学生・高校生夏休みボランティア体験活動（再掲） 

 
  

市の取り組み 

社会福祉協議会の取り組み 
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施策の方向性（２）多くの市⺠の地域福祉活動への参加の促進 

ボランティア団体や市社協が中心となり、ボランティア活動に関する情報発信や支

援を行うとともに、団体間のネットワークづくりのための交流機会や講習等、市民活

動の活性化につながるよう支援します。また、各種講座等を通じて、地域福祉活動の

担い手を育成します。 

 
 

 

 

 

 
 

項目 
現状 

(令和２年度) 

中間 

（令和６年度）

目標 

（令和８年度） 
根拠資料 

ボランティア相談件数 5件 40件 55件 実績値 

ボランティア登録者数・
団体数 

個人 70名

団体 25団体

個人 85名

団体 28団体

個人 100名 

団体 31団体 
実績値 

ボランティア活動に参加
したいと思う人の割合  

7.8％ 9.0％ 10.0％ 
地域福祉に関す
るアンケート 

 
 
 

○ ボランティア活動に関心のある人は、地域のボランティア情報を集めて、どん

な活動ができるか考えましょう。 

○ 特技や経験を活かし、できることからボランティア活動に参加しましょう。 

○ ボランティア活動に参加できる人は、市社協にボランティア登録を行い、実際

に活動しましょう。 

○ 地域のボランティア活動を知ってもらうため、ホームページやＳＮＳ、回覧板

や町内会活動の拠点となる場所に活動内容を提示するなど、周知に努めましょ

う。 

○ ボランティア活動講座、体験事業などへの参加を積極的に呼びかけ、ボランテ

ィア活動のきっかけづくりとなるよう働きかけましょう。 

○ 地域福祉活動の財源となる赤い羽根共同募金に協力しましょう。 

 
  

計画指標 

ＳＤＧｓ 

市民一人ひとり・地域みんなの取り組み 
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○ 地域の良さを次世代に伝え、市民活動に参加する機会をつくりましょう。 

○ 地域のボランティア団体と連携し、ボランティア活動の協力支援を行いましょ

う。 

○ 地域の関係機関・団体と横のつながりを持つために、情報交換や交流のできる

機会と場所をつくりましょう。 

○ 商店、企業、事業所などでもできるボランティア活動を見つけ、積極的に参加

しましょう。 

○ 地域福祉活動の財源となる赤い羽根共同募金に協力しましょう。 

 

 

 
 

ボランティアコーディネーター事業（市社協） 

事業概要 
ボランティア活動を「したい人」と「してほしい人」を結びつけ、市内のボランティア活

動を活発にします。 

年次計画 
（相談件数）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

30 件 35 件 40 件 45 件 50 件 55 件 

 
ボランティア活動に対する情報発信（市社協） 

事業概要 
従来の紙媒体に加え、SNS（ソーシャルネットワークサービス）を活用してボランティア

情報を発信します。 

年次計画 
（社協ボラ

ンティア登

録者数） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

75 人 80 人 85 人 90 人 95 人 100 人 

 
  

重点事業 

民間事業者(福祉サービス事業者・企業・商店等)の取り組み 
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① ボランティア活動・市⺠活動への支援 

 

○ ボランティア活動・市民活動を行う団体の活動を充実させるため支援を行いま

す。 

 
【 主な事業 】 

・おまえざき介護予防運動指導士養成講座 

・「ファミリー・サポート・センター」の運営委託 

 
 
 
 

○ ボランティアに関する情報を広く周知し、ボランティア活動を「したい人」と

「してほしい人」の調整を行います。 

○ 「ささえあいサポーター事業」や「ファミリー・サポート・センター」を通じ

て地域の支え合い活動を推進します。 

○ 市ボランティア連絡会と連携し、市内のボランティア活動を推進します。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎ボランティアコーディネーター事業 

・個人ボランティア登録制度の推進 

・ささえあいサポーター事業（再掲） 

・「ファミリー・サポート・センター」事業（市から受託） 

 
 
  

市の取り組み 

社会福祉協議会の取り組み 
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② ボランティア活動・市⺠活動への参加のきっかけづくり 

 

○ ボランティア活動を市民に広く認知してもらうため、ボランティア団体の活動

内容や利用方法についての情報を、様々な媒体を活用し、積極的に提供します。 

○ ホームページや SNS を積極的に活用し、各種講座の案内を行います。 

 
【 主な事業 】 

・公共施設への展示などによる事業紹介の実施 

・市広報誌などを活用した情報発信 

 
 
 
 

○ 社協だより、ホームページなどを通じて、ボランティア活動の情報を発信しま

す。 

○ ボランティアがより身近に感じられるように、各種ボランティア養成講座を開

催し、ボランティア教育を通じてボランティア活動の担い手を育成します。 

○ 「じぶんの町を良くするしくみ」である赤い羽根共同募金活動を実施します。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎ボランティア活動に対する情報発信 

・ふれあい広場 

・ささえあいサポーター養成講座 

・精神障がいを抱える人を支えるボランティア養成講座（ぽかぽか交流会） 

・赤い羽根共同募金運動への協力 

 
  

市の取り組み 

社会福祉協議会の取り組み 
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施策の方向性（３）地域福祉を⾝近に感じるための啓発活動の推進 

地域での支え合い・助け合いの意識を育むため、福祉に関する講座の開催などを通

じて、地域福祉に対する関心を高める機会を設けます。 

また、高齢者や障がい者、外国人なども含めた全ての市民に対し、必要な情報が届

くよう、入手手段やニーズに応じた情報提供の充実を図ります。 

 
 

 

 

 

 
 

項目 
現状 

(令和２年度) 

中間 

（令和６年度）

目標 

（令和８年度） 
根拠資料 

社協だより配置箇所数 

（公共施設・民間商業施
設など） 

22ヶ所 37ヶ所 52ヶ所 実績値 

地域の高齢者や障がいの
ある方への支援等の地域
福祉を推進する活動への
参加意向のある人の割合 

7.4％ 9.0％ 11.0％ 
地域福祉に関す
るアンケート 

御前崎市SNS(LINE）の登
録者数 

1,500人 2,300人 3,000人 実績値 

 
 
 

○ 性別、年齢、障がいの有無や国籍などにとらわれず、お互いに理解し合いまし

ょう。 

○ 「広報おまえざき」、「社協だより」、ホームページ、ＳＮＳなどを利用し、積極

的に地域福祉に関する情報の収集に努めましょう。 

○ 地域福祉のイベントや講座に積極的に参加し、地域福祉について理解しましょ

う。 

○ 福祉関係団体は、関心のある人が気軽に参加できるように、積極的に参加者を

受け入れましょう。 

○ 地域活動団体に男女を問わず参加し、様々な視点から意見交換を行い、活動を

活発にしましょう。 

○ 地域の会合やイベントを通じて、地域福祉について考える機会をつくりましょ

う。 

  

計画指標 

ＳＤＧｓ 

市民一人ひとり・地域みんなの取り組み 
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○ 地域社会を構成する一員であるという意識を持って、地域活動に積極的に参加

しましょう。 

○ 地域での行事や集会を活用して、地域福祉に対する意識の啓発に努めましょう。 

○ 男女がともに、地域内の福祉活動に参加しやすくなるように、男女共同参画や

ワークライフバランスなどの意識啓発に努めましょう。 

○ 店舗や事業所に「社協だより」や福祉関係団体などのチラシを配置し、多くの

人に地域福祉を知ってもらう機会をつくりましょう。 

 

 

 
 

ゲートキーパー養成講座（福祉課） 

事業概要 
市民の自殺に対する関心と理解を深め、自殺対策の担い手になってもらうために、ゲート

キーパー養成講座を開催します。 

年次計画 
（開催回数）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

2 回 4 回 6 回 8 回 10 回 12 回 

 
手話奉仕員養成講座（福祉課） 

事業概要 
手話言語条例推進の一環として、聴覚障がいを持つ人などに関する福祉制度の理解と、手

話での日常会話や表現技術を学ぶため手話奉仕員養成講座を開催します。 

年次計画 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

5 人 6 人 7 人 8 人 9 人 10 人 

 
地域福祉教育出前講座（市社協）（再掲） 

事業概要 地域の様々な場所で福祉に関する学習ができる場を開きます。 

年次計画 
（開催回数）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

2 回 3 回 4 回 5 回 8 回 10 回 

 
おまえざき社協だよりの発行（市社協） 

事業概要 市社協の広報誌を事業所などに設置し、市社協事業の周知を図ります。 

年次計画 
（設置 

場所数） 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

27 か所 32 か所 37 か所 42 か所 47 か所 52 か所 

 
 
  

重点事業 

民間事業者(福祉サービス事業者・企業・商店等)の取り組み 
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① 福祉講座・福祉啓発事業の充実 

 

○ 市民の地域福祉に対する関心を高めるための講座や学習会などを開催します。 

○ 障がいのある人を身近で支える家族に対して、研修や講演会、意見交換会など

を通じて、支援の充実を図ります。 

○ 誰も自殺に追い込まれることのない社会を実現するため、自殺対策計画に基づ

き、研修や講演会の開催、相談窓口の充実などを図ります。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎ゲートキーパー養成講座 

◎手話奉仕員養成講座 

・こころの講演会 

 
 
 
 

○ 各地域で福祉出前講座を開催し、市民に対する福祉意識の醸成を図ります。 

○ 市民が福祉団体、ボランティア団体、福祉施設などと交流することができる福

祉啓発イベントを開催します。 

○ 末永く市内の福祉活動に携わり、地域福祉に功労のあった人の表彰を通じて、

活動内容を市民に周知します。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎地域福祉教育出前講座（再掲） 

・ふれあい広場 

・社会福祉大会 

 
 
  

市の取り組み 

社会福祉協議会の取り組み 
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② 地域福祉に関する情報発信の充実 

 

○ 「広報おまえざき」やホームページ、ＳＮＳなど様々な媒体を通して、福祉サ

ービスなどの情報を分かりやすく提供します。 

○ ＩＣＴを活用した情報発信、申請受付方法を検討し、より多くの人が地域福祉

を知り、参加しやすくなる環境を整備します。 

○ 聴覚に障がいのある人が情報をスムーズに入手できるよう、御前崎市手話言語

の推進に関する条例に基づき、手話通訳などによる情報提供の充実を図ります。 

○ 視覚に障がいのある人が情報をスムーズに入手できるよう、点字や音声による

情報提供の充実を図ります。 

 
【 主な事業 】 

・ＩＣＴを活用した様々な媒体からの情報発信 

・電子申請受付体制の検討 

・手話通訳ボランティアの充実 

・高齢者ガイド「おまもり帳」の発行 

・子育てガイド「こまもり帳」の発行 

・「障がい福祉ガイドブック」の発行 

 
 
 
 

○ 市社協について知っていただくことを目的に、広報誌の発行やホームページな

どによる情報発信を実施します。 

○ ＩＣＴを活用した情報発信の仕組みを検討し、市民が情報の閲覧だけでなく、

地域福祉に関する申込みなど、双方向での情報共有ができるように努めます。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎「おまえざき社協だより」の発行 

・ふれあい広場（再掲） 

・社会福祉大会（再掲） 

・ホームページや SNS による情報発信 

  

市の取り組み 

社会福祉協議会の取り組み 
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基本目標３ 住み慣れた地域で健康でいきいきと暮らせる 
まちづくり 

施策の方向性（１）困ったときに気軽に相談できる包括的な 
相談支援体制の充実 

地域で暮らす全ての人が、適切な支援やサービスを受けられるように、地域福祉活

動のネットワークの構築に取り組むとともに、関係機関や地域団体などと連携し、だ

れもが気軽に相談でき、柔軟に対応できる包括的な相談体制を整備します。 

 
 

 

 

 

 
 

項目 
現状 

(令和２年度) 

中間 

（令和６年度）

目標 

（令和８年度） 
根拠資料 

世代を問わない包括的な
相談窓口の整備 

1箇所 1箇所 2箇所 実績値 

生活上で困ったり、福祉
サービスが必要になった
りした時に家族や親戚以
外には誰にも相談しない
人の割合 

6.5％ 5.0％ 4.0％ 
地域福祉に関す
るアンケート 

成年後見制度の名前も制
度の内容も知っている人
の割合 

21.4％ 25.0％ 30.0％ 
地域福祉に関す
るアンケート 

 
 

○ ひとりで悩まず、誰かに相談するように心がけましょう。 

○ 日頃から家庭や近所づきあいを積極的に行い、地域でも相談できる相手をつく

りましょう。 

○ 広報誌やホームページ、ＳＮＳを通じて、相談機関についての情報把握を日頃

から心がけましょう。 

○ 支援を必要とする世帯に対して、見守りや声かけを行い、困りごとの早期発見

に努めるとともに、民生委員・児童委員や行政へ連絡することを心がけましょ

う。 

 
  

計画指標 

ＳＤＧｓ 

市民一人ひとり・地域みんなの取り組み 



 
76 

 
 

○ 福祉サービス事業所は、市社協や市と協力し、地域の困りごとを受け止め、専

門的な知識を活かした相談活動を行いましょう。 

○ 広報誌やホームページ、ＳＮＳを通じて、地域にある相談機関についての情報

を把握し、日頃の業務の中に活かしましょう。 

 

 
 

包括的な相談窓口の充実（福祉課） 

事業概要 市民からの様々な相談に対応するため、断らない相談窓口の機能の充実を図ります。 

年次計画 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

現状分析 検討会開催  
窓口増設 

（試行） 

窓口増設 

（実施） 
 

 
 

生活困窮者自立支援法に基づく支援会議の設置（福祉課） 

事業概要 
多様化する相談に対応するため、関係機関同士の情報共有ができる場を設置するととも

に、個人情報の保護に努めます。 

年次計画 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

関係機関との

調整 
設置要綱策定

支援会議の
開催 

   

 
就職氷河期世代支援に係る市町村プラットフォームの設置（福祉課） 

事業概要 
官民が協働して、社会参加に向けた支援を必要とする人に対する具体的な支援プランの作

成や情報共有ができる場を設置します。 

年次計画 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

関係機関との

調整 

関係機関との
調整 

設置要綱策定 会議の実施   

 
成年後見制度利用促進事業（高齢者支援課・福祉課） 

事業概要 
関係機関及び専門職と連携し、権利擁護が必要な人をチームで支える、地域連携ネットワ

ークの構築に努めます。 

年次計画 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

中核機関設置

準備委員会 

立上げ 

中核機関設置     

 
福祉総合相談所の開設（市社協） 

事業概要 
断らない相談窓口として、相談者の困りごとを聴き、必要な助言及び関係機関との情報共

有を実施します。 

年次計画 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

実施      

重点事業 

民間事業者(福祉サービス事業者・企業・商店等)の取り組み 
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包括的な相談窓口の充実（市社協） 

事業概要 市や関係機関と様々な相談案件について情報交換ができる体制整備に努めます。 

年次計画 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

現状分析 検討  事業試行 事業実施  

 
生活困窮者自立支援事業（市から受託）（市社協） 

事業概要 
相談者の抱える生活上の様々な困りごとに対して話を聴きながら、自立した生活が送るこ

とができるように支援します。 

年次計画 
（相談件数）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

30 件 40 件 50 件 60 件 70 件 80 件 

 
法人後見事業（市社協） 

事業概要 
判断能力が不十分になった人に対する身上保護や支援を実施し、その方の権利を守りま

す。 

年次計画 
（受任件数）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

2 件 3 件 3 件 3 件 3 件 3 件 

 
① 市⺠にわかりやすく、気軽に相談できる窓口の充実 

 

○ 制度に則った福祉サービスでは対応できない制度の狭間の問題や複数の生活課

題を抱える人に対して、市社協や関係機関と連絡調整をしながら問題解決に取

り組みます。 

○ 個別の困りごとに専門窓口で対応するとともに、各種相談窓口に関する情報を

広報誌、インターネット、ＳＮＳなどを通じて発信します。 

○ 世帯訪問時や定期健診などの機会を活用し、困りごとの聴き取りを行い、地域

住民が相談しやすい環境をつくります。 

○ ＩＣＴを活用して、多言語による相談やオンライン相談など、相談体制の充実

を図ります。 

○ 民生委員・児童委員の活動について周知を図り、地域住民が身近で相談しやす

い環境をつくります。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎包括的な相談窓口の充実 

・専門相談窓口に関する情報発信 

・世帯訪問時や定期健診時の困りごと相談の聴き取り 

・ＩＣＴを活用した相談体制の充実 

・民生委員・児童委員に関する情報発信 

市の取り組み 
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○ 既存の福祉サービスでは対応できない課題を抱える人に対して、関係機関など

と連絡調整しながら問題解決に取り組みます。 

○ 相談窓口で相談内容を聴くだけではなく、市社協職員が地域で相談内容を聴く

ことができる仕組みをつくります。 

○ 各種相談窓口に関する情報を広報誌やホームページを通じて発信します。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎福祉総合相談所の開設 

・弁護士・司法書士・心配ごと相談 

・ひきこもり・不登校支援相談室 

 
 
 
 

② 関係機関同士の連携を深める体制の強化 
 

○ 多様化する問題に対応するため、専門機関との連携に努め、包括的な支援体制

を構築して問題解決を図ります。 

○ 必要な情報が関係機関で共有できるように配慮するとともに、個人情報の保護

に努めます。 

○ 罪を犯した人が更生し地域社会で復帰を図るために、地域・職場・更生保護関

係者が連携して再犯の防止に努めます。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎生活困窮者自立支援法に基づく支援会議の設置 

・包括的な相談支援体制の構築 

・専門支援機関との連携 

・個人情報保護に関する研修の実施 

・再犯防止のための支援 

 
 
  

市の取り組み 

社会福祉協議会の取り組み 
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○ 多様化する問題に対応するため、専門機関との連携に努め、包括的な支援体制

を構築して問題解決を図ります。 

○ 必要な情報が関係機関で共有できるように配慮するとともに、個人情報の保護

に努めます。 

○ 個別の困りごとやニーズを地域の課題ととらえ、課題を解決することができる

仕組みづくりを行います。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎包括的な相談窓口支援体制の充実 

・生活支援コーディネーター事業（市から受託） 

 
 
 
 

③ 生活困窮世帯の支援体制の充実 
 

○ 生活困窮者自立支援法に関わる支援体制のネットワーク化に取り組みます。 

○ 生活困窮世帯の子どもに対する学習支援などを実施し、貧困の連鎖から抜け出

すために必要となる支援を行います。 

○ 長期間ひきこもり状態の人に対する社会復帰のための支援に取り組みます。 

○ 就労可能な相談者に対して、社会福祉法人、ＮＰＯ、営利企業などへ働きかけ、

就労支援や就労先の確保に努めます。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎就職氷河期世代支援に係る市町村プラットフォームの設置 

・生活困窮者自立支援法に基づく支援会議の設置（再掲） 

・子どもの貧困に対する支援 

・ひきこもり当事者の居場所づくり 

 
 
 

○ 生活に困窮している世帯に対して、関係機関と連携し、自立や生活再建に向け

た支援を行います。 

○ ひきこもり状態の人に対して、社会復帰のための支援に取り組みます。 

  

市の取り組み 

社会福祉協議会の取り組み 

社会福祉協議会の取り組み 



 
80 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎生活困窮者自立支援事業（市から受託） 

・生活福祉資金貸付事業（県社協から受託） 

・小口資金貸付事業 

・ひきこもり・不登校支援相談室（再掲） 

 
 
 

④ 権利擁護の推進 
 

○ 子どもから高齢者、障がいのある人の権利や尊厳が脅かされることを防ぐため、

相談窓口の充実を図ります。 

○ 高齢者や障がいのある人の権利や財産を守るため、成年後見制度の利用を推進

します。 

○ 誰もが安心して暮らせる地域社会をつくるため、犯罪被害者に対する総合的な

支援を行います。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎成年後見制度利用促進事業 

・人権相談など各種相談事業 

・犯罪被害者支援事業 

 

※成年後見制度の利用促進に向けた取り組みの詳細は、86～87 ページ参照。 

 
 

○ 認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者など、判断能力が低下している人

の福祉サービス利用援助や金銭管理サービス・書類預かりサービスなどを提供

し、本人の権利を擁護します。 

○ 成年後見制度を充実させるため、市民後見人に対する継続的な支援を行います。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎法人後見事業 

・日常生活自立支援事業（県社協から受託） 

・市民後見人養成講座を修了した方への支援 

 
  

市の取り組み 

社会福祉協議会の取り組み 
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施策の方向性（２）誰もが健康でいきいきと暮らせる仕組みづくり 

子育て世代、高齢者、障がい者など、誰もが尊厳をもって健康で不自由なく、安心

して暮らすことができる地域をつくるため、市民・地域団体・市・市社協が協働して

福祉のまちづくりに取り組みます。 

 
 

 

 

 

 
 

項目 
現状 

(令和２年度) 

中間 

（令和６年度）

目標 

（令和８年度） 
根拠資料 

御前崎市を「子どもを産
み育てやすいところ」と
思う人の割合 

10.4％ 12.4％ 13.5％ 市民意識調査 

御前崎市を「高齢者が暮
らしやすいまち」と思う
人の割合 

9.1％ 10.5％ 12.0％ 
地域福祉に関す
るアンケート 

ヘルプマークの名前も制
度の内容も知っている人
の割合 

8.9％ 12.0％ 15.0％ 
地域福祉に関す
るアンケート 

保健委員の各地区におけ
る健康づくり活動数 

170回

（R元実績）
178回 180回 

市保健委員活動
報告書 

 
 
 

○ 支援を必要とする人が適切なサービスを受けられるよう、近所で気づいたこと

を町内会や民生委員・児童委員などと共有しましょう。 

○ 配慮が必要な人が付けるヘルプマークについて理解を深め、周囲の人が必要な

支援を行いましょう。 

○ 健康づくり活動や地域の活動に積極的に参加し、仲間の輪を広げましょう。 

○ 公的なサービスで支援できない部分について、地域で支援していくことができ

ないか、地域で考えましょう。 

 
  

計画指標 

ＳＤＧｓ 

市民一人ひとり・地域みんなの取り組み 
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○ 仕事と子育てが両立できる職場環境に心がけるとともに、出産、育児のための

様々な支援制度を活用し、安心して働ける職場づくりに努めましょう。 

○ 障がい者の就労を促進するため、福祉サービス事業所と連携して障がいの特性

に応じた支援や環境の整備に努めましょう。 

○ 日頃の活動を通じて把握した福祉課題を地域住民と共有し、地域の問題解決に

向けて、地域住民や関係機関と協力して取り組みましょう。 

 

 

 
 

地域子育て支援センター事業（こども未来課） 

事業概要 地域の子育て家庭に対する育児支援を行い、子どもの健やかな育ちを促進します。 

年次計画 

（月当たり

延利用人数) 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

1,524 人 1,531 人 1,467 人 1,421 人 1,379 人 1,338 人

 
ヘルプマーク啓発事業（福祉課） 

事業概要 
市広報誌・班回覧・音声告知などを通じて市民への周知啓発を行い、必要とする人が利用

しやすい環境を整えます。 

年次計画 

（交付枚数）

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

20 枚 22 枚 24 枚 26 枚 28 枚 30 枚 

 
介護予防・日常生活支援総合事業（市社協） 

事業概要 
住み慣れた家でいつまでも健康で過ごすことができるように、通所事業や訪問事業を実施

します。 

年次計画 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

4.5％ 4.6％ 4.7％ 4.8％ 4.9％ 5.0％ 

     ※市民意識調査の「障害者や高齢者にやさしいまちと思う」に対する「そう思う」の割合 

 
浜岡中央児童館・児童図書館事業（市から受託）（市社協） 

事業概要 幼児や児童の健全な成長及び健康増進を目的とした事業を実施します。 

年次計画 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

7.8％ 7.9％ 8.0％ 8.1％ 8.2％ 8.3％ 

     ※市民意識調査の「子どもを産み育てやすいまちと思う」に対する「そう思う」の割合 

  

民間事業者(福祉サービス事業者・企業・商店等)の取り組み 

重点事業 
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① 自⽴を支える福祉サービスの充実 

 

○ 各分野の福祉サービスの情報を、様々な媒体を利用して周知します。 

○ 子ども、高齢者、障がいのある人など個々のニーズに合わせた支援事業の充実

に努めます。 

○ 分野を超えた複合的な課題に対応するため、関係機関が連携して包括的な支援

を行います。 

 
【 主な事業 】 

・子育て支援事業 

・高齢者支援事業 

・障がい者支援事業 

・包括的な相談支援体制の構築 

 
 
 
 

○ 市民がこれからも住み慣れた地域で暮らしていくために、様々なニーズに対応

できる福祉サービスを提供します。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎介護予防・日常生活支援総合事業 

・放課後児童クラブの運営（市から受託） 

・「ファミリー・サポート・センター」の運営（市から受託）（再掲） 

 
  

市の取り組み 

社会福祉協議会の取り組み 
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② 誰もが暮らしやすい環境づくり 

 

○ 地域の全ての子ども、家庭の相談に対応する子ども家庭総合支援拠点を設置し

ます。 

○ 安心して子育てができる環境づくりを関係機関と協力して行います。 

○ 子どもの健やかな成長・発達を支え、親が不安なく子育てに取り組めるよう、

家庭訪問や乳幼児健康診査などを実施し、妊娠初期から就園するまで切れ目の

ない支援を行います。 

○ 超高齢社会に対応する地域包括ケアシステムを充実させ、高齢者が地域でいつ

までも安心して生活ができる仕組みづくりを関係機関と協力して行います。 

○ 妊婦や障がいのある人など、配慮が必要な人が身につけるヘルプマークについ

て、啓発活動を行います。 

○ 障害者差別解消法に基づき、障がいのある人に対する合理的配慮の理解を促進

するため、啓発活動を行います。 

○ 健康づくりを担う人材として保健委員や食育ボランティアの教育・研修を実施

するとともに活動の支援を行います。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎地域子育て支援センター事業 

◎ヘルプマーク啓発事業 

・給食費無償化事業 

・子ども家庭総合支援拠点運営事業 

・子育て支援員派遣事業 

・介護予防・日常生活支援総合事業 

・地域包括支援センター事業 

・障害者差別解消法の啓発 

・保健委員、食育ボランティア活動の支援 

 

 
  

市の取り組み 
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○ 市民一人ひとりが、これからも住み慣れた地域で住み続けることができる環境

づくりを行います。 

○ 子ども、高齢者、障がい者など、支援を必要とする人たちが生き生きと暮らせ

る環境づくりのため、市や地域団体と連携して事業を行います。 

 
【 主な事業 】 ※◎は重点事業 

◎浜岡中央児童館・児童図書館事業（市から受託） 

・第二層協議体への支援（再掲） 

・生活支援コーディネーター事業（市から受託）（再掲） 

・高齢者生きがい教室 

・介護機器貸与事業・福祉車両貸出事業 

・はり・きゅう・マッサージ助成事業 

・理美容料金助成事業 

・障がい者余暇活動支援 

・歳末たすけあい事業 

 
 

（参考）ヘルプマークの例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
  

社会福祉協議会の取り組み 

(色)   背景 ：赤色 

     マーク ：白色 

(寸法)   縦  ：約 85mm 

横 ：約 53mm 

厚み ：約 2mm 
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【参考資料】成年後見制度の利用促進に向けた取り組み 

 

御前崎市成年後見制度利用促進基本計画 

 

成年後見制度利用促進計画の位置づけ 

 本計画は、成年後見制度の利用促進に関する法律（平成 28 年法律第 29 号）の規定に基づき、

本市における成年後見制度の利用促進に関する取組について、基本的な計画を定めるものです。 

 

成年後見制度とは 

 認知症や知的障がい、精神障がいのある方など、自分で判断することが難しい方について、家庭

裁判所で選ばれた成年後見人が本人に代わって契約を締結したり、本人が誤った判断に基づいて契

約した場合には、それを取り消す等の法律的な援助を行い、本人の権利及び財産を守ります。 

 

【現状】 

本市の令和 2 年 4 月 1 日時点の総人口は、32,067 人です。このうち 65 歳以上の高齢者は

9,603 人で、高齢化率は 29.9%であり、今後、総人口が減少し高齢化が進む中、独居高齢者や身

寄りのない高齢者の増加が予想されます。また、成年後見制度の利用が必要と思われる対象者は、

認知症高齢者（介護保険申請者のうち日常生活自立度Ⅱ以上）が 1,103 人、療育手帳所持者が 311

人、精神障害者保健福祉手帳所持者が 190 人の合わせて 1,604 人に上りますが、現在、本市に

おいて成年後見制度を利用している方は、59 人（令和 2 年 11 月 4 日時点静岡家庭裁判所提供）

であることから、制度利用につながっていない方が数多くいることが予想されます。また、令和 2

年 6 月に実施した第 4 次御前崎市地域福祉計画・地域福祉活動計画策定のためのアンケート調査

の結果によると、制度を知っていると答えた方は 21.4%であり、成年後見制度に対する理解も不

十分な状況です。市長申立の件数をみても、高齢者関係は平成 30 年度 4 件、令和元年度 1 件で

あり、障がい者関係はここ数年実績がありません。 

 本市では、将来的な成年後見制度利用者の増加に備えるため、平成 30 年度から市民後見人養成

講座を開催し、市民後見人の養成に取り組んでいます。令和 2 年 4 月 1 日までに 4 人が養成講座

を修了し、市民後見人として活動するために、御前崎市社会福祉協議会において実務経験を積んで

います。また、経済的理由や親族がいない等の理由で制度利用ができない方のため、申立てに係る

費用や報酬費用の助成に対する要綱を定めています。 

 

【課題】 

・成年後見制度や日常生活自立支援事業に関する周知や潜在的ニーズの把握が不十分であり、 

制度利用が必要であるにも関わらず、利用につながっていない方が多いと予想されます。 

また、制度自体の利用の複雑さから適切に制度利用ができていない事例も見受けられます。 

・成年後見制度に関する市の事務は、障がい者担当と高齢者担当の部署でそれぞれ行ってお 

り、一本化されていないため市民にとって分かり難いものになっています。 

・市民後見人の養成を進めているが、市民後見人等の活動を支援する機関の整備ができてい 

ません。 
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【今後の取組・方向性】 

1. 制度の周知・啓発 

・市民に対して、講演会などを開催し、成年後見制度について正しく理解してもらえる 

ように周知・啓発を行います。 

・金融機関や介護事業所などの関係機関に対して、研修会などを開催し、制度の周知・ 

啓発を行います。 

 

2. 地域連携ネットワークの構築及び中核機関の整備 

・社会福祉協議会などの関係機関及び司法書士などの専門職と連携し、権利擁護支援が 

必要な方をチームで支える仕組み（地域連携ネットワーク）を構築します。 

・令和 3 年度に 3 市（御前崎市、菊川市、掛川市）及び社会福祉協議会などの関係機関 

と中核機関の在り方を検討するため、中核機関設置準備委員会（仮称）を立ち上げ、 

令和 4 年度の設置を目指します。 

 

3. 後見人の担い手の養成及び後見人の活動支援 

・市民後見人養成講座の修了者について、法人後見を実施している社会福祉協議会にお 

いて法人後見支援員として実務経験を重ね、市民後見人としての育成、支援をしてい 

きます。 

・実務経験修了者について、後見人候補者の名簿登録を進めていきます。 

・設置予定の中核機関や法人後見実施機関である社会福祉協議会において、市民後見人 

等からの日常的な相談に対応するための体制づくりに取り組みます。 

 

4. ニーズの把握 

・潜在的な制度必要利用者のニーズ把握を行います。 

 

5. 成年後見制度利用支援事業 

・成年後見制度の利用が必要と認められる方で、経済的な理由や申立人となりうる親族 

がいないこと等の理由により、制度利用ができない方に対して、申立てに要する費用 

及び成年後見人への報酬助成を行います。 
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第５章    計画の推進に向けて 

 
 

１ 計画の普及啓発 
高齢者の見守り活動や子育て支援活動等、地域に根差した取り組みを進めていくた

めには、市民が主体的に福祉活動に関わっていくことが重要です。 

そのため、市ホームページや広報などを通じた情報発信だけでなく、民生委員・児

童委員の協力等、様々な方法により地域福祉計画の普及啓発を図ります。 

また、市、社会福祉協議会及び各事業者と協働でイベントを開催する等、地域住民

への普及啓発の機会の充実に取り組みます。 

 

 

２ 市⺠・地域、事業者、社会福祉協議会、⾏政の 
協働による計画の推進 
本計画の推進にあたっては、市民・地域・事業者・社会福祉協議会及び行政が、計

画の基本理念とその役割を認識し、積極的に連携を図り、協働により施策を展開して

いきます。 

 

  

市民・地域 
町内会、 

民生委員・児童委員、 
ボランティアなど 

行 政 
市、学校など 

社会福祉協議会 

事業者 
ＮＰＯ、 
福祉事業者 

など 

協働による地域福祉の推進 
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（１）市⺠・地域の役割  

地域福祉活動の主役は、地域で生活している市民自身です。 

市民一人ひとりが福祉に対する意識を高め、この地域社会の一員であることの自覚

を持つことが大切です。そして、地域福祉の担い手として、自らがボランティアなど

の社会活動に積極的に参加するなどの役割が期待されます。 

そのため、地域福祉への関心と理解を深め、支え合い・助け合いの心を醸成してい

くことが重要です。 

 

（２）事業者の役割  

サービス事業者などは、安心してサービスを利用するために、地域に密着し、健全

に発展していくことが不可欠です。 

そのためには、人材の確保・育成、サービスの質の向上を図りながら、引き続き良

質なサービスを提供することが必要です。さらに、事業者自らが地域社会の構成員で

あるという自覚のもとに、地域に貢献することが求められています。 

 

（３）社会福祉協議会の役割  

社会福祉協議会は、地域福祉の推進を図る中心的な役割を果たしています。 

そのため、行政と協働して本計画の推進を図るとともに、その推進においては市民

や各団体・組織との調整役として大きな役割を担うことが期待されます。 

そこで、地域福祉活動を行う市民と福祉関係者との連携を深め、地域で活動する人

の支援や組織などの福祉コミュニティづくりを進めるなど、地域福祉推進の先導役を

果たすことが必要です。 

 

（４）⾏政の役割  

行政は、社会福祉協議会と適切な役割分担を行い、連携・協働して、福祉施策を総

合的に推進する責務があります。 

そのため、関係機関・団体などの役割を踏まえ、地域の実情と市民のニーズに即し

た施策の推進に取り組みます。 

また、地域福祉施策以外で、日常生活に関連する分野との調整や協力などが行える

ように、全庁的に連携を図り、横断的な地域福祉施策の展開に努めます。 
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３ 計画の進⾏管理・評価 
本計画の円滑で確実な実施を図るため、計画の進行管理と評価を行っていきます。 

進行管理及び評価は、本計画を総合的に推進していくため行政からの視点だけでな

く、市民意識調査や地域福祉活動関係者との意見交換会などを適宜行い、地域福祉活

動に関する市民の意識や活動実態の把握に努め、市民の声を的確に把握した上で、施

策の展開を図ります。 

 

（１）計画の進⾏管理体制  

計画の進行管理にあたっては、第３次計画に引き続き「御前崎市地域福祉計画・地

域福祉活動計画推進委員会」を設置し、進行管理と評価を行う組織として位置づけま

す。 

 
 

  
市民・地域・事業者 

＜構成＞ 地域住民、町内会、民生委員・児童委員、ボランティア、NPO、福祉事業者 など 

御前崎市地域福祉計画・地域福祉活動計画推進委員会 

＜構成＞学識経験者、地域住民、社会福祉事業者、社会福祉活動者 など 

地域福祉推進事務局 

＜構成＞ 福祉課、社会福祉協議会、その他関係各課・機関 など 

提言・助言・情報共有

資料提供・報告提言・助言 

参加・情報提供 

資
料
共
有
・
公
開 

情
報
提
供 
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（２）評価の実施  

計画の評価にあたっては、地域福祉推進事務局において施策の実施状況や成果、課

題や今後の方向性などをまとめます。御前崎市地域福祉計画・地域福祉活動計画推進

委員会に進捗状況等を報告し、施策の取り組み状況の確認及び検討を行います。また、

令和５年度には中間評価、令和８年度には最終評価を実施し、計画期間における取り

組みの成果について点検・評価を行い、次期計画の策定につなげます。 

 

令和３年度 進行管理 施策の進捗状況の確認 

▼ ▼ ▼ 

令和４年度 進行管理 施策の進捗状況の確認 

▼ ▼ ▼ 

令和５年度 中間評価 
中間の取り組み状況報告及び進捗状況の点検・評価・ 

見直し 

▼ ▼ ▼ 

令和６年度 進行管理 施策の進捗状況の確認 

▼ ▼ ▼ 

令和７年度 進行管理 施策の進捗状況の確認 

▼ ▼ ▼ 

令和８年度 最終評価 
最終の取り組み状況報告及び進捗状況の点検・評価 

次期計画策定委員会の立上げ 
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      資料編 

 
 

１ 御前崎市地域福祉計画策定委員会設置要綱 
(平成 27 年３月 27 日告示第 58 号) 

（設置） 

第１条 社会福祉法(昭和 26 年法律第 45 号)第 107 条の規定に基づく御前崎市地域福祉計画(以

下「福祉計画」という。)の策定に当たり、広く市民の意見を計画に反映させるため、御前崎市地

域福祉計画策定委員会(以下「委員会」という。)を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、福祉計画に関する必要な事項について調査研究及び協議を行い、計画案を策定

する。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員 15 人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(１) 学識経験者 

(２) 地域住民組織代表者 

(３) 高齢者福祉関係団体又は施設代表者 

(４) 障害者福祉関係団体又は施設代表者 

(５) 児童福祉関係団体又は施設代表者 

(６) その他市長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱した日から福祉計画が策定される日までとする。 

２ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長各 1 人を置く。 

２ 委員長は、委員の互選によって定め、副委員長は、委員の中から委員長が選任する。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会は、委員長が招集し、委員長は、会議の議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会は、所掌事項に関し必要があると認めるときは、関係者を会議に出席させ、説明又は意

見を求めることができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、市民部福祉課において処理する。 

（委任） 

第８条 この告示に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮っ

て定める。 

附 則 

この告示は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。  
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２ 御前崎市地域福祉活動計画策定委員会設置要綱 
（設置） 

第１条 この要綱は、地域社会を基盤とした福祉を推進することを目的とし、御前崎市地域福祉活

動計画（以下「活動計画」という。）を策定するため、御前崎市地域福祉活動計画策定委員会（以

下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、活動計画に関する必要な事項について調査研究及び協議を行い、 計画案を策

定する。 

（組織） 

第３条 委員会は、委員 15 人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、会長が委嘱する。 

（１）地域住民組織代表者 

（２）高齢者福祉関係団体・施設代表者 

（３）障害者福祉関係団体・施設代表者 

（４）児童福祉関係団体・施設代表者 

（５）学識経験者 

（６）その他会長が認めるもの 

（任期） 

第４条 委員の任期は、委嘱した日から活動計画が策定される日までとする。 

２ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長各 1 人を置く。 

２ 委員長は委員の互選によって定め、副委員長は委員の中から委員長が選任する。 

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。  

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会は、委員長が招集し、委員長は会議の議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会は、所掌事項に関し必要があると認めるときは、関係者を会議に出席させ、 説明又は意

見を求めることができる。 

（庶務） 

第７条 委員会の庶務は、社会福祉法人御前崎市社会福祉協議会事務局において処理する。 

（委任）  

第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員に諮って

定める。 

附 則 

この要綱は、平成 27 年４月１日から施行する。 
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３ 御前崎市地域福祉計画・地域福祉活動計画策定委員、 
作業部会委員名簿 

（１）御前崎市地域福祉計画・地域福祉活動計画策定委員  
 

選出区分 氏名 所属・役職 備考 

学識経験者 小林 哲也 
静岡福祉大学 社会福祉学部 

福祉心理学科 講師 
委員長 

地域住民組織代表者 橋本 益利 御前崎市社会福祉協議会 比木支部長 副委員長

地域住民組織代表者 河原﨑 悦男 御前崎市民生委員児童委員協議会 副会長   

地域住民組織代表者 河原崎 敏子 御前崎地区更生保護女性会 代表   

高齢者福祉関係団体又

は施設代表者 
髙塚 晴雄 御前崎市老人クラブ連合会 会長   

高齢者福祉関係団体又

は施設代表者 
竹田 祐樹 

社会福祉法人浜岡厚生会  

特別養護老人ホームはまひるがお 施設長 
  

高齢者福祉関係団体又

は施設代表者 
久保田 通世 

社会福祉法人賛育会 池新田デイサービスセ

ンター 介護支援専門員 
  

障害者福祉関係団体又

は施設代表者 
河田 州夫 御前崎市身体障害者福祉会 会長   

障害者福祉関係団体又

は施設代表者 
水野 正教 御前崎市手をつなぐ育成会 会長   

障害者福祉関係団体又

は施設代表者 
八木 光春 社会福祉法人 M ネット東遠 理事長   

児童福祉関係団体 

又は施設代表者 
沖 恵子 

社会福祉法人やまもも福祉会 高松保育園  

副園長 
  

児童福祉関係団体 

又は施設代表者 
中嶋 三夏 子育てサークル TAO 代表   

児童福祉関係団体 

又は施設代表者 
山城 みづほ 

御前崎市ファミリー・サポート・センター  

会員代表 
  

その他市長・会長が必

要と認める者 
石井 惠 御前崎市ボランティア連絡会 会長   

その他市長・会長が必

要と認める者 
植田 咲子 生活支援コーディネーター 代表   
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（２）御前崎市地域福祉計画・地域福祉活動計画作業部会委員 
 

所属 氏名 備考 

福祉課 山下 昌秀 保護係長 

こども未来課 長尾 裕年 子育て支援係長 

高齢者支援課 堀田 篤子 地域包括支援センターはまおか センター長 

健康づくり課 大石 桂子 主任保健師 

事務局（地域福祉計画） 丸尾 茂広 福祉課長 

事務局（地域福祉計画） 植田 雅人 福祉課 社会福祉係長 

事務局 

（地域福祉活動計画） 
澤入 洋司 御前崎市社会福祉協議会 事務局長 

事務局 

（地域福祉活動計画） 
澤田 大介 御前崎市社会福祉協議会 地域福祉係 
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４ 御前崎市第４次地域福祉計画・地域福祉活動計画策定経過 
 

月 日 会 議 等 協 議 内 容 等 

令和 2 年 

6 月 12 日

～ 

6 月 26 日 

地域福祉に関するアンケート調査

の実施 

御前崎市在住の満 20 歳以上の男女 2,000 人対象 

回収数：847 人（回収率：42.4％） 

７月 16 日 

第１回 

御前崎市第４次地域福祉計画 

・地域福祉活動計画作業部会 

■計画策定基本方針について 

■第３次地域福祉計画・地域福祉活動計画の評価に

ついて 

8 月 11 日 

第 2 回 

御前崎市第４次地域福祉計画 

・地域福祉活動計画作業部会 

■計画策定のためのアンケート調査結果について 

■第３次地域福祉計画・地域福祉活動計画の評価に

ついて 

8 月 21 日 

第１回 

御前崎市第４次地域福祉計画 

・地域福祉活動計画策定委員会

■計画策定基本方針について 

■計画策定のためのアンケート調査結果について 

■第３次地域福祉計画・地域福祉活動計画の評価に

ついて 

9 月 18 日 

第 3 回 

御前崎市第４次地域福祉計画 

・地域福祉活動計画作業部会 

■計画策定における課題について 

■計画の体系・骨子の検討について 

9 月 30 日 

第２回 

御前崎市第４次地域福祉計画 

・地域福祉活動計画策定委員会

■計画策定における課題について 

■計画の体系・骨子の検討について 

11 月 24 日 

第 4 回 

御前崎市第４次地域福祉計画 

・地域福祉活動計画作業部会 

■本計画の基本的な考え方について 

■第３次計画の数値目標の評価及び第４次計画の数

値目標の設定について 

■本計画の施策の展開について 

■本計画（案）について 

12 月 2 日 

第３回 

御前崎市第４次地域福祉計画 

・地域福祉活動計画策定委員会

■本計画の基本的な考え方について 

■第３次計画の数値目標の評価及び第４次計画の数

値目標の設定について 

■本計画の施策の展開について 

■本計画（案）について 

令和 3 年 

1 月 14 日 

第 5 回 

御前崎市第４次地域福祉計画 

・地域福祉活動計画作業部会 

■地域福祉計画・地域福祉活動計画（案）について 

■本計画の推進について 

1 月 15 日

～ 

1 月 28 日 

パブリックコメントの実施 
御前崎市ホームページ・御前崎市社会福祉協議会ホ

ームページにて、意見募集を実施 

2 月 12 日 

第４回 

御前崎市第４次地域福祉計画 

・地域福祉活動計画策定委員会

■地域福祉計画・地域福祉活動計画（案）について 

■本計画の推進について 
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５ 用語解説 
【あ行】 

ＩＣＴ 

Information and Communication Technology(情報通信技術)の略称です。コ

ンピュータそのものの情報技術を活用しながら、ヒトやモノの情報を共有する技術

を指します。 

 

赤い羽根共同募金 

昭和 22(1947)年に、市民が主体となる民間運動として始まりました。「じぶん

の町を良くするしくみ」として、地域の皆様から募金をいただき、その浄財を地域

福祉の推進に活用しています。 

 

居場所 

地域の誰でも気軽に立ち寄ることができ、自由な時間を過ごすことができる場所

です。利用者が楽しく過ごせるだけでなく、ひとり暮らし高齢者の孤立化を防ぐこ

とも期待されています。 

 

ＳＮＳ 

Social Networking Service の略称です。インターネットを使用し、個人や団体、

企業などが情報を共有することができる仕組みを指します。LINE(ライン)も SNS

の１つであり、多くの人が日常生活で利用しています。 

 

ＳＤＧｓ 

Sustainable Development Goals(持続可能な開発目標)の略称です。「地球上の

誰一人として取り残さない」を理念に、世界中の企業や団体が将来に渡っても継続

できる事業を検討し、取り組んでいます。 

 

御前崎市手話言語の推進に関する条例 

手話をひとつの言葉として認識し、手話を必要とする方が手話を使うことで全て

の地域の方と会話ができるようになる社会を目指すための条例です。 

  



 
98 

 
【か行】 

協議体 

地域で高齢者を支援するために地域の関係者が参加し、情報共有や連携して支え

合いを広める組織です。第一層協議体では市全体の支援を担い、第二層協議体では、

地区ごとに高齢者支援を推進することが役割となります。また、各協議体には、生

活支援コーディネーターが配置され、リーダーとして協議体と連携して支え合いを

広めています。 

 

権利擁護 

「権利」とは、人間らしい当たり前の生活を過ごせることや、その人に必要なメ

ニューやサービスが受けられること、その人の意思で選択できることなどを指しま

す。権利擁護とはこのような権利を守ることです。 

 

広報おまえざき 

市役所が月に１度発行する市の広報誌です。市役所ホームページには、過去の記

事や、ポルトガル語に翻訳した抜粋版が掲載されています。 

 

合理的配慮 

障がいを抱える人が社会生活の中で何らかの助けを求めたときに、負担をかけす

ぎない程度でお手伝いすることを指します。 

 

子どもに対する学習支援 

「貧困の連鎖」を断ち切ることを目的として、生活保護受給世帯を含む生活困窮

世帯の子どもを対象に、学習支援、生活習慣の助言、学校生活のサポート等を行い

ます。 

 

子どもの貧困 

国民の年間所得から見て、一定水準に満たない所得水準で暮らす人々を「相対的

貧困」と呼びます。子どもの貧困はこの相対的貧困にある 18 歳未満の子どもの存

在や生活状況のことを指します。日本の子どもの貧困率は上昇傾向にあり、現在は

７人に１人の子どもが貧困状態であるとされています。 
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【さ行】 

災害ボランティア 

被災地にて、被災者支援を目的に活動する人を指します。災害ボランティアの活

動は力仕事だけでなく、被災者に寄り添うこころのケアなど多種多様です。 

 

災害ボランティア本部 

大規模災害時に立ち上がる機関です。災害ボランティアの募集、現地活動の調整、

被災地から挙げられた依頼の調整など様々な役割を持ちます。 

 

支え合い活動 

地域の中で「おたがいさま」の気持ちを持って困っている人を支えることや、困

ったときに支えてもらうことの活動の総称です。 

 

サロン 

地域の誰もが気軽に立ち寄ることができ、参加者が様々な活動を行うことができ

る場所です。プログラムに沿った活動を実施する点が居場所と異なります。 

 

自殺対策計画 

自殺対策基本法が根拠であり、自殺対策を「生きることの包括的な支援」とする

とともに、自殺対策の地域間格差を解消し、誰もが自殺対策に関する必要な支援を

受けられるようにするための計画です。 

 

自然動態 

人の出生と死亡に伴う人の流れを指します。ある時点における出生数と死亡数の

差(自然増減といいます)から出生及び死亡による人口の増減を確認することができ

ます。 

 

支部社協 

社会福祉協議会と連携し、各地区の福祉活動を自主的に実施する団体です。御前

崎市には、池新田、高松、佐倉、比木、朝比奈、新野、御前崎、白羽の８つの支部社

協があります。 

 

市民意識調査 

第２次御前崎市総合計画の進捗状況を確認することや、市民が持つ生活や市政の

課題についての意識を確認するための調査です。調査は毎年度実施されています。 

  



 
100 

 

市民後見人 

自分の親族ではない人に対する後見活動を行う一般市民を指します。専門的な資

格は不要ですが養成講座などを通じて、後見に必要な知識、技術、態度を身に着け

た上で対応します。これからの成年後見制度の担い手として期待されています。 

 

社会動態 

転入や転出に伴う人の流れを指します。ある時点における転入者数と転出者数の

差(社会増減といいます)から転入及び転出による人口の増減を確認することができ

ます。 

 

社会福祉協議会 

社会福祉法に基づいた民間の団体で、誰もがこれからも安心して暮らしていくこ

とができるように、地域に対する福祉を進めていくことが目的です。社協とも略さ

れ、日本全国の市区町村に設置されています。 

 

社会福祉法人 

社会福祉法を根拠とした法人であり、社会福祉に関する様々な事業を行うことを

目的としています。 

 

社協だより 

社会福祉協議会が発行する広報誌です。社会福祉協議会が実施する事業を中心と

した情報を掲載しています。 

 

障害者差別解消法 

全ての国民が障害の有無によって分け隔てられることなく、「不当な差別」や「合

理的配慮の不提供」をなくし、お互いの人格と個性を尊重しながら共生する社会を

つくるために制定された法律です。 

 

少子高齢化 

人口全体に対して、子どもの割合が低下することと同時に、65 歳以上の高齢者

の割合が増加する現象です。日本の社会保障や経済など様々な分野に影響が出ると

考えられています。 
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小地域福祉活動 

地域福祉は画一的に行うものではなく、地域の実情に沿った活動を行うことが必

要です。そのため、市内をいくつかの地域に分け、各地域で地域福祉を推進してい

ます。この各地域での活動を小地域福祉活動と呼びます。 

 

生活困窮者 

現在の生活に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのあ

る人を指します。生活困窮の背景には、就労状況、心身状況、地域社会の関わりな

ど様々なものが影響しています。 

 

生活困窮者自立支援法 

生活困窮者が自立した生活を送ることができるようになるための法律です。就労、

家計、学習など、生活困窮者の自立を図るための事業が定義されています。 

 

成年後見制度 

判断能力が十分ではない高齢者や障がい者の権利を守ることを目的とした制度で、

そのような方の代わりに生活に関する契約をすることや、財産を管理することがで

きる制度です。 

 

【た行】 

第２次御前崎市総合計画 

御前崎市のこれからの総合的なまちづくりの指針となる計画です。「子どもたちの

夢と希望があふれるまち御前崎」をテーマに、平成 28 年度(2016 年度）から令和

7 年度(2025 年度)までの 10 年間を計画期間として、計画に沿った市政を実施し

ています。 

 

ダブルケア 

親の介護と子育てを同時に行うことを指します。現在、少子高齢化が進み、この

ダブルケアを実施する世帯が増えてきており地域における課題の１つとなっていま

す。 

 

男女共同参画 

男性も女性も、性別を問わず、あらゆる分野で活躍できるような社会を目指すこ

とを指します。 
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地域共生社会 

地域の取り組みを「支え手」や「受け手」と区別せず、自分のこと(我が事)と考え

たり、高齢者、障がい者、子どもといった区分けをしない(丸ごと)ように進めていく

ことができる社会を指します。 

 

地域子育て支援センター 

地域の子育て家庭に対する育児支援を行い、子どもの健やかな育ちを促進します。 

 

地域福祉 

これからも地域で安心して暮らせるようにするため、地域が抱える課題を地域に

住む市民や福祉関係者などが協力して解決していく考え方です。 

 

地域福祉教育 

地域で暮らす市民が心豊かに生活できるようにすることを目的として開催してい

ます。支援が必要な方の立場に立った体験教室、当事者による講話、学校や施設と

の交流など様々な教育プログラムがあります。 

 

地域福祉に関するアンケート 

御前崎市第 4 次地域福祉計画・第４次地域福祉活動計画を策定するための基礎資

料として、令和 2 年 6 月 12 日から 6 月 26 日の期間に無作為で抽出した 20 歳

以上の市民 2,000 人に実施したアンケートです。 

 

地域包括ケアシステム 

高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援を目的とし、高齢者が介護が必要になった

り認知症を患ったとしても、住み慣れた地域で住み続けることができるよう、様々

な機関、団体、住民が連携しながら福祉サービスを提供できる体制を指します。 

 

超高齢社会 

日本の総人口のうち、65 歳以上の高齢者の占める割合が 21%を超える社会を指

します。令和元年では、日本の総人口 1 億 2,617 万人に対して、65 歳以上の人口

は 3,589 万人となり高齢化率は 28.4%となっています。 
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【な行】 

乳幼児健康相談 

乳幼児のすこやかな健康発達のために、育児、離乳食、乳幼児食に関する相談を

保健師・栄養士が相談対応します。 

 

【は行】 

ひきこもり 

様々な理由で学校や仕事にいくことができず、家にこもり家族以外の交流がほと

んどない状態の人を指します。長期化することにより、生活困窮や経済的支援を行

う親の介護などの問題の発生（8050 問題）に発展する場合もあります。 

 

避難行動要支援者 

災害発生時に自ら避難することが困難であり、迅速な避難の支援が必要な方を指

します。 

 

福祉講座・福祉啓発事業 

福祉について学ぶことができる勉強会や養成講座、福祉の意識を高めることがで

きる取り組みを指します。 

 

福祉サービス 

自立した日常生活を過ごすことができるような支援の総称です。高齢者、障がい

者、子どもなど様々な分野で福祉サービスが存在します。 

 

福祉の出前講座 

職員が地域へ出向き、福祉講座を開催することです。市や市社協が様々なテーマ

で主催します。市民が福祉を知ることができるきっかけの１つとなっています。 

 

福祉避難所 

災害時に体育館などの一般的な施設では避難生活が困難で特別な配慮が必要な人

(高齢者、障がい者、乳幼児、妊婦など)やその家族が避難する場所です。福祉避難所

の指定にはバリアフリーなど一定の条件が必要です。 

 

ヘルプマーク 

義足や人工関節を使用している人、内部障害、難病または妊娠初期の人など外見

からは分からなくても援助や配慮を必要とする人が周囲に援助や配慮を必要として

いることを知らせるマークです。 
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放射線防護施設 

原子力災害が万一発生した際に、避難準備が整うまでの間、要配慮者等の被ばく

のリスクを下げながら、安全に一時的な屋内退避を行うための施設です。 

 

包括的な相談体制 

相談者の課題に対して、高齢者、障がい者、子どもの相談窓口で対応するだけで

なく、それらの窓口が横断的に連携をとりながら相談対応に当たる体制を指します。

複合的な課題を抱える人に対する支援に繋がります。 

 

ボランティア 

自発的に行う社会活動、地域活動であり、様々な分野で多くの人が活動していま

す。現在はボランティア活動に対する意識や考え方も「少数の人が行う特別な活動」

ではなく、「誰でもできる身近な活動」といったものに変わってきました。活動は多

様であり、有償のボランティア活動もあります。 

 

【ま行】 

民生委員・児童委員 

厚生労働大臣から委嘱され、地域住民の相談対応や地域の見守りを実施し、また、

行政や必要な支援やサービスへの「つなぎ役」としての役割があります。また、児

童委員も兼ね、児童に関する支援も併せて実施します。 

 

【や行】 

要支援者 

独居高齢者、介護認定を受けている人(要支援、要介護)、障がい児(者)、高齢者で

支援を希望する人を指します。 

 

【ら行】 

ＬＩＮＥ 

SNS の１つであり、スマートフォンなどでお互いに文字や絵で情報交換すること

ができます。手軽に扱えることから全国的に利用している人が増えています。 

 

【わ行】 

ワークライフバランス 

「仕事と生活の調和」と定義され、働きながら育児や介護を含む家庭の両立や、

性別や年齢を問わない環境づくりなどの概念が含まれます。 
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